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概 要 

最終更新日 2016 年 9 月 21 日 

プログラム 

（又は施策）名 
 

プロジェクト名 先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発 プロジェクト番号 P16002 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 
環境部 足立 啓 阿部 一雄（2016 年 9 月現在） 

０．事業の概要 

従来型石炭火力発電の熱効率を飛躍的に向上させることが期待できる先進超々臨界圧火力発

電（A-USC）を実用化することを目的とし、蒸気温度 700℃以上、蒸気圧力 24.1MPa 以上の蒸気

条件に耐えられる電力産業用大容量ボイラー・タービンシステムの開発に必要な要素技術開発

を実施し、2020年以降において商用プラントでの送電端熱効率46％（高位発熱量基準）達成の

技術的見通しを得ることを目標とする。 

 技術開発項目としては(1)システム設計、設計技術開発、(2)ボイラ要素技術開発、(3)ター

ビン要素技術開発、(4) 高温弁要素技術開発、(5) 実缶試験・回転試験（高温弁を含む）から

なる。平成 28 年度は第(2)～(5)項の開発を行う。 

１．事業の位置 

付け・必要性

について 

経済産業省は、次世代火力発電技術を早期に技術確立、実用化するための方策に関するこれ

までの議論を踏まえ「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」を平成 28 年 6 月 30 日にとり

まとめた。 

その中で、「2030 年度に向け、⽯炭⽕⼒、LNG⽕⼒それぞれで設備の新陳代謝による⾼効率

化が必要」とされ、「A-USC は石炭火力の高効率化に向け 2016 年度に技術確⽴し、その後材料

評価を継続し、保守技術の開発を進め技術の信頼性を向上しつつ、段階的に発電効率の向上を

図る。」と位置付けられている。 

２．研究開発マネジメントについて 

  

事業の目標 

蒸気温度 700℃以上、蒸気圧力 24.1MPa 以上の蒸気条件に耐えられる電力産業用大容量ボイ

ラー・タービンシステムの開発に必要な要素技術開発を実施し、2020 年以降において商用プラ

ントでの送電端熱効率 46％（高位発熱量基準）達成の技術的見通しを得ることを目標とする。 

事業の計画 

内容 

開発予算 

(会計・勘定別

に事業費の実績

額を記載) 

(単位:百万円)  

会計・勘定 Ｈ20～25fy Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy 総額 

一般会計      

特別会計 7488 2751 2010 1275 13524 
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（電源・需給の別） 

開発成果促進財源      

総予算額 7488 2751 2010 1275 13524 

（委託）      

（助成） 
：助成率 2/3 

   1275 
1275 
（NEDO 助成
事業のみ） 

（共同研究） 
：負担率△/□ 

     

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁電力基盤整備課（～H27 年度）、石炭課（H28 年度） 

プロジェクト 

リーダー 

福田雅文
 

(一社)高効率発電システム研究所 

助成先 

 

㈱東芝、㈱ＩＨＩ、ABB 日本ベーレー㈱、岡野バルブ製造㈱、新日鐵住

金㈱、(一財)電力中央研究所、東亜バルブエンジニアリング㈱、富士電

機㈱、三菱重工業㈱、三菱日立パワーシステムズ㈱ 

情勢変化への 

対応 
――― 

中間評価結果 

への対応 

指摘事項１ 

新しい材料を使用することでイニシャルコストが高くなる。石炭火力発電所の新設・増設需

要が見込まれる新興国に導入するには、イニシャルコストの上昇により競争力が低下すること

がないよう、相当の工夫、戦略が必要であり、十分に検討して進めることが必要。 

対応 

①新材料をフルに活用し熱効率を向上することにより石炭使用量を減らしイニシャルコスト

も含めた全体の発電コストを下げることが A-USC の考え方であるが、新材料を一部に適用

しイニシャルコストに配慮した設計も可能である。実際の案件ごとに新材料適用割合、熱

効率の向上（燃料コスト）、資金等のバランスを最適化した提案を行う。それにより市場

への導入加速を狙う。技術の段階的導入。 

②日本が得意とする脱硫、脱硝、脱塵等の環境設備とともにパッケージ型インフラとして A-

USC を提案する。 

指摘事項２ 

 現在の USC 火力で用いられている高クロム鋼の溶接部で発生している損傷事例も踏まえ、Ni

基材の経年化に伴うクリープ強度評価や、寿命診断技術などにも取り組んでもらいたい。 

対応 

本プロジェクトで 3 万～7 万時間におよぶ Ni 基材料の長期クリープ強度試験を実施し、さら

にプロジェクト後に継続して10万時間の試験を行う。寿命診断技術については母材の劣化機構

の研究を実施している。また溶接部については大型試験片による劣化機構の研究を実施してい

る。 

指摘事項３ 

蒸気温度の上昇に伴う高温対策と評価を、ボイラ、タービン、高温弁を中心に行っている

が、実証に向けて他の部材への影響評価を十分に行って頂くとともに、材料評価にとどまら

ず、例えばタービンの性能や効率，信頼性や運用性に関する評価や検証を期待したい。 

対応 

タービンの性能、効率、運用性向上は受注可否に直結する項目であり、個別のタービンメー

カで常に研究が推進されている。タービンの信頼性はロータについては現在実施中の回転試験

で、ケーシングについては実缶試験で評価、検証を行っている。 

指摘事項４ 

さらに、経済性に優れるとともに長期信頼性を有した材料の開発が必要となる。検証を確実

に実施しながら材料開発をお願いしたい。 

対応 
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鍛造材料、鋳造材料ともに、より高温強度に優れた材料開発を個別メーカで実施している。高

強度材料により、長期信頼性を向上したり、部材の肉厚を薄くし経済性に優れた設計が可能と

なる。 

評価に関する 

事項 

事前評価 H19 年度実施  経済産業省資源エネルギー庁電力基盤整備課 

中間評価 
H22 年度 中間評価実施 経済産業省資源エネルギー庁電力基盤整備課 

H25 年度 中間評価実施 経済産業省資源エネルギー庁電力基盤整備課 

事後評価 H28 年度 事後評価実施 環境部 

３．研究開発成果

について 

 

①事業全体 

目標：2020 年以降において商用プラントでの送電端熱効率 46％（高位発熱量基準）達成の技

術的見通しを得る。 

成果：システム基本設計、ボイラ要素技術開発、タービン要素技術開発、高温弁要素技術開

発、実缶試験、回転試験を通して目標を達成予定。ただし、前倒し事後評価時点

（2016 年 10 月）では回転試験は実施中であり、完了した時点で達成の可否を評価す

る。 

②ボイラ要素技術開発 

目標：材料開発、製造技術開発、3 万～7 万時間の長期材料評価試験等を行い、時間外挿によ

り A-USC ボイラ材料の 10 万時間の信頼性を確認する。 

成果：候補材料で 3 万～7 万時間の長期材料評価試験を実施し、時間外挿により 10 万時間の

信頼性を確認した。 

③タービン要素技術開発 

目標：材料開発、製造技術開発、3 万～7 万時間の長期材料評価試験等を行い、時間外挿によ

り A-USC タービン材料の 10 万時間の信頼性を確認する。 

成果：候補材料で 3 万～7 万時間の長期材料評価試験を実施し、時間外挿により 10 万時間の

信頼性を確認した。 

④実缶試験・回転試験（高温弁を含む） 

目標：実缶試験および回転試験を完了し、A-USCボイラ、タービン、高温弁要素の信頼性を確

認する。 

成果：実缶試験で当初目標の 1 万時間を達成し、さらに試験を継続中。回転試験を開始し

た。 

課題：回転試験を完遂し、タービンロータの信頼性を確認する 
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投稿論文 「査読付き」５件、「その他」１５７件 

特 許 
「出願済」４５件、「登録」２４件、「実施」０件（うち国際出願４

件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

「新聞・雑誌等」３４件 

 

４．実用化の 

見通しに 

ついて 

①実用化の見通し 

2016 年度に技術開発を完了する。 

早ければ 2025 年頃に大型機の商用実証を目指す。 

②事業化の見通し 

国内では経年火力のリプレース等を主体とし、既存資源（人材、立地、設備）を有効活用

した事業化を進める。USC と同様に、導入実績を重ねつつ、より蒸気条件が高いシステムの

実現を目指す。 

国外ではアジア・オセアニア、欧州、北米への売り込みを目指す。 

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 2016 年 1 月 作成 

変更履歴 
2016 年 4 月 研究開発の実施方式、ＰＭ、研究開発スケジュール等の変更 

2016 年 9 月 研究開発スケジュールを当初計画通りに戻した 
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プロジェクト用語集 

名 称 略 号 意 味 

高位発熱量  高位発熱量もしくは総発熱量は、燃焼後の生成物を燃焼

前の温度に戻し、生成した水蒸気がすべて凝縮した場合

の発熱量である。燃焼で生成された水が液体で存在する

ような一般的な温度で燃焼反応のエンタルピー変化を想

定しているため、総発熱量は燃焼熱に等しい値となる。

熱量計で測定される熱量は高位発熱量である。 

再熱蒸気  超高圧または高圧タービンで仕事をした後、再度ボイラ

で過熱された蒸気であり、再度タービンで仕事をする。 

主蒸気  ボイラで発生する最高圧力、最高温度の蒸気 

石炭  化石燃料の一つ。土砂に埋没した植物が長時間高い地圧

と地熱などによる加圧、乾留などの作用を受けて変質し

た可燃性固体。 

火力発電などに用いられる石炭は、製鉄業でコークス用

に用いられる原料炭と区別して一般炭と呼ばれる。 

一般に、発熱量 4,000kcal/kg 以下、湿分と水分の合計

が30%以上、灰分40%以上の、揮発分10%以下のものは低

品位炭と呼ばれる（火力原子力発電技術協会 纂：火力

発電用語辞典より）。 

先進超々臨界圧汽力発電 A-USC 蒸気温度 700℃以上の超臨界圧汽力発電 

送電端出力  発電機出力―所内動力 

タービン  蒸気の流れによってロータと羽根とが組み合わされたも

のが回転し、連続的にパワーを生みだす機械のこと。 

超々臨界圧汽力発電 USC 蒸気温度 593℃以上の超臨界圧汽力発電 

熱効率  電気出力／投入熱量 

弁  管などのように閉じた流路を流れる流体に対し、流路の

一部の断面積を可変とし、圧力、流量、流路などを制御

する装置。バルブ。 

ボイラ  ボイラは、燃料を燃焼させて得た熱を水に伝え、水蒸気

や温水（＝湯）に換える熱交換装置を持った熱源機器で

ある。 
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１．事業の位置付け・必要性について 

1. 事業の背景・目的・位置付け 

日本国内においては 1973 年の石油危機以後、一次エネルギーのベストミックスを指向するなかで石

炭火力発電所の建設が進み、設備容量は現在 35GW 程度、発電電力量で 25%程度まで拡大してきた。一

方、東日本大震災により原子力発電への懸念が生じ、発電用一次エネルギーにおける天然ガス、石炭

等の化石燃料の位置づけが高まった。2012 年には火力発電は国内の全発電電力量の約 90%を供給し

た。特に、天然ガス、石油火力の伸びは著しく、燃料価格の上昇と相まって、日本の貿易収支が赤字

になるほどのインパクトを与えている。そのような状況下比較的価格が低く、かつ供給が安定してい

る石炭火力に注目が集まっている。しかしながら、石炭火力発電は他の発電方法に比べて単位電力量

あたりの二酸化炭素排出量が多く、地球温暖化問題への対応が強く迫られている。 

上記のような状況下、2014 年 4月に東日本大震災の経験を踏まえた新しい「エネルギー基本計画」

が閣議決定された。ここでエネルギー政策の基本的視点（３Ｅ＋Ｓ）が示され、「安全性（Safety）

を前提とした上で、エネルギーの安定供給（Energy Security）を第一とし、経済効率性の向上

（Economic Efficiency）による低コストでのエネルギー供給を実現し、同時に、環境への適合

（Environment）を図るため、最大限の取組を行うことである。」としている。これを受け、2015 年 7

月には「長期エネルギー需給見通し」が決定され、2030 年における電源構成の見込みが図 1のように

示されている 2)。太陽光、風力、バイオマスといった再生可能エネルギーが増え、原子力が 2割程度

を占めている。火力を見ると、石油が減少しているが、LNG、石炭ともに震災前と同程度の割合になっ

ている。この前提としては、LNG 火力、石炭火力の熱効率向上による二酸化炭素の排出量の削減があ

る。 

 

図 1 2030 年における電源構成の見込み 

 A-USC（先進超々臨界圧火力発電技術）は石炭火力の熱効率を向上させて二酸化炭素排出の削減を目

指した技術である。現在の石炭火力発電所はほとんど全てがボイラと蒸気タービンを組み合わせた汽

力発電技術を採用しており、A-USC もその一種である。A-USC は熱効率を大幅に向上するために蒸気

タービン入口における蒸気温度を従来よりも 100℃程度高い 700℃まで高めようとしている（図 2）。

そのためには高温で使用できる材料の開発、さらに材料に適した溶接や加工等の製造技術開発が必要

である。 
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図 2 A－USC の目標 

 

2002 年 4 月から 2004 年 3 月にかけて日本機械学会「P-SCD338 石炭利用発電の高効率化技術に関

する調査研究分科会」において、A-USC について基礎的な検討がなされた。その中では、A-USC の発電

コストを従来並にするための目標コストやタービン、ボイラの開発課題の概要等が得られた。そし

て、従来の汽力発電、USC 技術の延長上の技術であり、高い信頼性が期待できる A-USC は石炭利用技

術の中で重要な位置付けであり、今後 A-USC の技術開発を推進すべきであると提言がなされた。それ

を受けて 2005 年度にエネルギー総合工学研究所で自主研究「次世代超々臨界圧プラント（A-USC）技

術開発 経年石炭火力発電所の高効率化とそれに伴う二酸化炭素排出削減研究」が実施され、経年石炭

火力発電所の更新、改修に A-USC 技術を適用すると経済性、環境性の面から効果的であることが示さ

れた。 

本開発は A-USC の実用化に向け、基礎技術開発、要素技術開発から検証試験までを網羅するもので

あり、基礎的、要素的、実証的検討を行うとともに、商用化に必要な材料の規格化に資する検証を行

い、その位置づけは明確と考えられる。 

 

2．NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

 2.1 NEDO が関与することの意義 

  長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、火力発電の高効率化に関しては、石炭火力の発電

効率を大幅に引き上げる必要があり、先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発技術は、火力

発電設備の高効率による CO2 排出量削減が可能であり社会的必要性が大きい。しかし、本技術は

研究開発の難易度が高く、投資規模も大きいため、民間企業だけではリスクが高いことから NEDO

の関与が必要不可欠である。 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高温

度は６３０℃程度が限界と言われてきた。しかしながら、近年の材料技術の進歩により７００℃

以上の蒸気温度を達成できる先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（Ａ－ＵＳＣ）の実現

可能性が見えてきた。 

本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力のリプレース及び熱効率向上需要に対応す

るため、高い発電効率を実現できるＡ－ＵＳＣの開発を行う。 
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  2.2 実施の効果（費用対効果） 

①プロジェクト費用の総額         130 億円（補助額 87億円） 

②マーケットの現状及び将来の規模 

表 1に示すように World Energy Outlook2014 によれば、国内メーカが主戦場とする東南アジ

アで年間 5～7GW の新設案件がある。東南アジア以外にも若干入るとして、将来的には海外で年

間 10GW 程度の A-USC の市場が見込める。 

一方、日本国内では 1980 年から 2000 年までの間に 30GW 程度の石炭火力容量が増加してい

る。年平均では 1.5GW 程度になる。今後これらがリプレースされるとともに、若干量の新設が加

わると考え、将来的には国内で年間 2GW 程度の A-USC の市場が見込める。 

故に、国内外では将来的にはで年間 12GW 程度の市場が見込める。 

将来新設石炭火力の数字で OECD 以外のアジアにおける新設石炭火力発電所 

表 1 OECD 以外のアジアにおける将来新設石炭火力容量 

2014-2025 年 

 中国  257GW 

 年平均 23GW 

 インド  135GW 

 年平均 14GW 

 東南アジア  58GW 

 年平均 5GW 

 合計  471GW 

 年平均 43GW 

 

2026-2040 年 

 中国  202GW 

 年平均 13GW 

 インド  250GW 

 年平均 17GW 

 東南アジア  112GW  

 年平均 7GW 

 合計   597GW 

 年平均 40GW 

 

③海外市場における年間販売額 

 市場規模は 10GW/年程度なので、コスト等検証委員会で提示された 2030 年の建設単価 28.8 万

円/kW を適用し、現状の日本メーカシェアである 36%程度を維持すると仮定すると 

 日本企業の年間販売額 ＝ 10GW/年 × 28.8 万円/kW × 36% ＝ 1 兆円/年 

 

④国内市場における年間販売額 
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市場規模は 2GW/年程度なので、コスト等検証委員会で提示された 2030 年の建設単価 28.8 万

円/kW を適用し、現状の日本メーカシェアである 100%程度を維持すると仮定すると 

 日本企業の年間販売額 ＝ 2GW/年 × 28.8 万円/kW × 100% ＝ 5760 億円/年 

 

⑤二酸化炭素排出量削減効果 

総合資源エネルギー調査会長期エネルギー需給見通し小委員会（第 5回会合）資料 3「火力発

電における論点」における【試算の考え方】を踏襲する。 

 

 

A-USC は最新の USC に対して 10%以上の熱効率向上なので 

二酸化炭素排出原単位 ＝ 0.810 × 0.9 = 0.729 (kg/kWh)以下 

年間の二酸化炭素削減量＝ 1550 × ( 0.864 – 0.729 ) / ( 0.864 – 0.810 ) 

＝ 3875(万 tCO2/年)以上 
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２．研究開発マネジメントについて 

1. 事業の目標 

1.1 全体目標 

2020 年以降において商用プラントでの送電端熱効率 46%（高位発熱量基準）達成の技術的見

通しを得る。 

 

1.2 中間目標 

事業の前半 5 年間で材料、製造技術等の要素技術開発を完了する。 

 

1.3 目標を選んだ根拠 

「次世代⽕⼒発電に係る技術ロードマップ」における次世代⽕⼒発電技術の早期確⽴、実⽤

化を図るため。 

 

2. 事業の計画内容 

 

2.1 研究開発の内容 

9 年間の事業期間中、技術開発項目としては(1)システム設計、設計技術開発、(2)ボイラ要素

技術開発、(3)タービン要素技術開発、(4) 高温弁要素技術開発、(5) 実缶試験・回転試験（高

温弁を含む）からなる。平成 27 年度は第(2)～(5)項の開発を行う。マスタースケジュールを図

1 に示す。 

 

 

図 3 全体工程 
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予算の推移を表 2 に示す。 

表 2 予算の推移 

 

 

以下、項目ごとの実施内容と詳細目標を示す。 

 

 (1)システム設計、設計技術開発 

ボイラ本体構造について従来の USC ボイラ技術をもとに信頼性に配慮した設計手法の再構築

を図るとともに、経済性向上に向けた新構造等のブレークスルーを検討する。また、タービン

についても耐熱性が高いが高価な Ni 基合金の使用量を抑制するような構造について検討を行

う。さらに、ボイラおよびタービンシステムの試設計（ヒートバランス、配置計画等）を行

い、A-USC の経済性を検討する。 

目標： 経済性を含めたシステム成立の見通しを得る。 

 高位発熱量基準送電端熱効率が 46%以上であることを確認 

 

(2)ボイラ要素技術開発 

700℃超級先進超々臨界圧火力発電用ボイラの実用化のためには、要素技術として①ボイラ材

料、②ボイラ構造、③ボイラ製造技術の 3 分野での開発が必要となる。①ボイラ材料では、

650℃以上の部位に Fe-Ni 基合金や Ni 基合金が有望と考えられる。また 650℃以下の部位への

適用を目的とした改良フェライト鋼の検討は、高価な Ni 基材料を代替することで、経済性向上

に寄与するものである。これらをボイラの各種管材へ適用するにあたっては、各種材料特性把

握及び製造性評価、更に長時間信頼性の検証等が重要な課題となる。 ②ボイラ構造では、必

要伝熱面積の増加に伴い、経済性を考慮した伝熱面配置の最適化を検討する。また 700℃超条
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件化で作動する弁についても検討が必要である。 ③ボイラ製造技術では、厚肉大径管の曲げ

加工技術の確立とともに、溶接技術については、各社製造法による溶接継手の長時間信頼性を

含めた継手特性の検討を実施する。さらに 750℃級システム向けの各種管材料について評価す

る。 

目標：10 万時間、750℃で 90MPa 以上のクリープ強度を持つ過熱器管材料開発 

10 万時間、750℃で 60MPa 以上のクリープ強度を持つ加工性・経済性に優れる再熱器

管材料開発 

10 万時間、700℃で 90MPa 以上のクリープ強度を持つ厚肉大径管材料開発 

10 万時間、650℃で 80MPa 以上のクリープ強度と継ぎ手強度低減係数 0.7 以上を持つ

経済性に優れたフェライト系厚肉大径管材料開発 

実缶試験による 700℃条件化での配管・弁等ボイラ構成機器の信頼性の確認 

 

(3)タービン要素技術開発 

材料面では Ni基大型ロータ材料の開発を進める。小型溶解材での確認試験の段階から大型材

料での製造性検証の段階に入りつつあり、今後実機大ロータを試作し、長期材料強度試験を実

施する。大型車室、主要弁のケーシング鋳造材料についても基礎的な研究が進められており、

ロータ同様実機大の部材の試作を行い、長期材料強度試験を実施する。さらに、ロータ等の冷

却、シール技術についても検討する。 

目標：10 万時間、700℃で 100MPa 以上のクリープ強度を持つ鍛造大型ロータ材料開発 

   10 万時間、700℃で 80MPa 以上のクリープ強度を持つ鋳造大型ケーシング材料開発 

    回転試験による冷却。シール構造の検証 

 

(4)高温弁要素技術開発 

弁棒とスリーブの摺動を模擬した摺動試験や摺動部の表面処理等を行い、従来と同様の信頼

性を持った弁摺動機構を開発する。実機大の大型弁を試作し、耐圧試験を行う。実缶試験・回

転試験装置に組み込み信頼性を確認する。 

目標： 実缶試験による弁信頼性の確認 

 

(5)実缶試験・回転試験（高温弁を含む） 

第(1)～(4)項で開発されるボイラおよびタービン要素技術を検証するために、実機ボイラに

開発要素を組み込んだ実缶試験を行う。また、700℃級タービン技術を検証する回転試験を実施

する。 

目標：1万時間程度のボイラ実缶試験を実施し、700℃級ボイラ要素の信頼性を確認 

   1000 時間程度のタービン回転試験を実施し、700℃級タービン要素の信頼性を確認 

 実缶試験装置に高温弁を組み込みその信頼性を確認 
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2.2 研究開発の実施体制 

2.2.1 実施体制、役割分担 

 図 4に研究開発の実施体制、役割分担を示す。 

 

図 4 研究開発の実施体制、役割分担 

 

以下、主な主任研究者を示す。 

株式会社 東芝 

氏名  高橋 武雄 

技術分野 火力発電システム、構造設計 

 

株式会社ＩＨＩ 

氏名  中川 博勝      

技術分野 材料技術 

 

ABB 日本ベーレー株式会社 

氏名  八木 泰 

技術分野 材料力学、機構設計 

 

岡野バルブ製造株式会社 

氏名  松原 陽一 

技術分野 機械設計 
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新日鐵住金株式会社 

氏名  仙波潤之 

技術分野 耐熱鋼・耐熱合金の研究開発 

 

一般財団法人電力中央研究所 

氏名  福冨広幸 

技術分野 非破壊検査 

 

東亜バルブエンジニアリング株式会社 

氏名  高橋 晃一 

技術分野 機械(バルブ)設計、金属材料 

 

富士電機株式会社 

氏名  和泉 栄 

技術分野 構造設計、振動解析、鉄鋼材料 

 

三菱重工業株式会社 

氏名  駒井 伸好 

技術分野 ボイラ用耐熱鋼開発 

 

三菱日立パワーシステムズ株式会社 

氏名  竹ノ内 哲也 

技術分野 超臨界圧火力発電プラントの計画 

 

2.2.2 知的財産取扱の考え方と運用 

－知的財産権等に関する戦略 

1) 早期に材料基本特許を出願し、それを実現するための技術開発、検証を本プロジェクト

で実施する。 

2) 1)項の材料によりシステムを構築するために必要な構造、製造技術特許を取得する。 

3) 海外への技術流出に配慮し、ノウハウと判断される技術については特許も含め公開しな

い。 

－知的財産管理 

A-USC 開発推進委員会メンバーが共同実務業務覚書を取り交わし、知的財産の帰属を明確

化した。 

 

2.3 研究開発の運営管理 

以下、図 5に開発の運営を取り仕切る A-USC 開発推進委員会の体制を示す。A-USC 開発推進委員

会、各分科会は 2か月に 1 回程度の頻度で開催し、必要に応じ随時開催した。 
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図 5  A-USC 開発推進委員会の体制 

 

A-USC 開発推進委員会の機能 

A-USC 開発推進に必要な事項の基本方針策定、審議、情報交換 

経済産業省、NEDO 対応（予算・スケジュール調整、書類の統括等） 

各社間の懸案事項調整 

各社開発状況等に関する情報交換 

外部への発表、講演等の調整 

各社の特許出願状況把握 

その他 

 

2.4 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

2.4.1 本プロジェクトにおける「実用化」の考え方 

1) 実用化の見通し 

2016 年度に技術開発完了する。 

早ければ 2025 年頃に大型機の商用実証を目指す。 

2) 導入見通し 

国内では経年火力のリプレース等を主体とし、既存資源（人材、立地、設備）を有効活用し

た導入を図る。 

国外ではアジア・オセアニア、欧州、北米への売り込みを目指す。 

3) 導入対象 
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リプレース、新設石炭火力 等 

4) 技術の段階的導入 

A-USC は主蒸気温度、圧力、再熱蒸気温度の設定に自由度があるので、USC と同様に、導入

実績を重ねつつ、より蒸気条件が高いシステムの実現を目指す（図 6） 

 

 

 

図 6 技術の段階的導入 

 

3.情勢変化への対応 

平成 20 年度に事業を開始し、2011 年度に東日本大震災が起こった。その結果、国内では火力発電

への依存度が高まった。本プロジェクトの試験装置の一部も震災の被害を受けたが、早期に復旧

し、当初予定通り開発業務を遂行した。 
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4.中間評価結果への対応 

表 3 に中間評価での指摘とそれへの対応を示す。 

 

表 3 中間評価での指摘と対応 

 

 

5.評価に関する事項 

5.1 事前評価 

①実施時期  平成 19 年 5月 

②評価手法  第三者評価 

③評価事務局  「A-USC の実用化を考える会」 

④評価基準（項目） 

「開発の意義、目的」 

「国のプロジェクトで行うことの妥当性」 

「目標」 

「計画内容」 

「研究開発体制」 

「実用化との関係」 

⑤委員名簿 

委員長 帝京平成大学 吉識晴夫教授 

委員 高知工科大学 筒井康賢副学長 
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 首都大学 太田正廣教授 

 独立行政法人 物質・材料研究機構  阿部冨士雄ディレクター 

 関西電力株式会社 神木常喜課長 

 九州電力株式会社 中西章夫副部長 

  兼事業推進グループ長 

 四国電力株式会社 山内浩二グループリーダー 

 中国電力株式会社 中川賢剛マネージャー 

 中部電力株式会社 安井肇一課長 

 電源開発株式会社 大塚哲夫グループリーダー 

 東京電力株式会社 松田茂弘副長 

 東北電力株式会社 樋口康二郎課長 

 北陸電力株式会社 白崎裕之統括課長 

 北海道電力株式会社 高橋勝グループリーダー 

 財団法人 電力中央研究所 佐藤幹夫研究参事 

オブザーバ  

 独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 酒井清主任研究員 

 同上 坂詰修主査 

 元横浜国立大学 秋葉雅史博士 

 摂南大学 角家義樹教授 

 東北大学 大地昭生教授 

 中国電力 半田卓己技師 

 財団法人 エネルギー総合工学研究所 曽根英文主任研究員 

 同上 鳥飼航洋主任研究員 

 同上 大西徹主任研究員 

 財団法人 電力中央研究所 渡辺和徳主任研究員 

 同上 屋口正次主任研究員 

 株式会社 四国総合研究所 田村隆之研究員 

 

5.2 第 1 回中間評価 

①実施時期 平成 22 年 12 月第 1回次世代電力供給システム分野に係る技術評価検討会 

評価事務局 経済産業省資源エネルギー庁電力基盤整備課 

平成 23 年 3 月産業構造審議会産業技術分科会評価小委員会 

評価事務局 経済産業省産業技術環境局技術評価室 

 

②評価手法 外部評価 

③評価基準（項目） 
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「事業の目的・政策的位置付け」 

「研究開発等の目標」 

「成果、目標の達成度」 

「事業化、波及効果について」 

「研究開発体制」 

「研究開発マネジメント・体制・資金・費用対効果等」 

⑤委員名簿 
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5.3 第 2 回中間評価 

①実施時期 平成 25 年 12 月  

次世代電力供給システム分野に係る技術に関する施策・事業評価検討会  

 評価事務局 経済産業省資源エネルギー庁電力基盤整備課 

平成 26 年 2 月産業構造審議会産業技術環境分科会 

研究開発・評価小委員会評価ワーキンググループ 

評価事務局 経済産業省産業技術環境局技術評価室 

 

②評価手法 外部評価 

③評価基準（項目） 

「事業の目的・政策的位置付け」 

「研究開発等の目標」 

「成果、目標の達成度」 

「事業化、波及効果について」 

「研究開発体制」 
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３．研究開発成果について 

 

1.事業全体の成果 

プロジェクト全体としての目標である「２０２０年以降において商用プラントでの送電端熱効率

４６％（高位発熱量基準）達成の技術的見通しを得る。」ことは回転試験を完了した時点で達成

の可否を評価できる。 

回転試験は１体目のロータを試験中であり、これまでのところ問題なく、運転中である。 

なお、その他の研究開発項目毎の目標はすべて達成した。（表 4） 

 

表 4 研究開発項目毎の目標と達成状況 

研究開発 

項目 
目標 成果 達成度 

今後の課題と

解決方針 

システム設計、 

設計技術開発 

経済性を含めたシステ

ム成立の見通しを得

る。 

高位発熱量基準送電端

熱効率が 46%以上である

ことを確認する。 

経済性は発電単価が現

状の USC 程度であるこ

とを確認した。熱効率

は 2段再熱システムで

高位発熱量基準送電端

熱効率が 46%以上である

ことを確認した。 

○ --- 

ボイラ要素 

技術開発 

3 万～7 万時間の長期材

料評価試験等を行い、

時間外挿によりA-USCボ

イラ材料の 10 万時間の

信頼性を確認する。 

候補材料で 3万～7万時

間の長期材料評価試験

を実施し、時間外挿に

より 10 万時間の信頼性

を確認した。 

○ 

保守（寿命評

価）技術の高

度化 

⇒次期プロ

ジェクト提案 

タービン要素 

技術開発 

3 万～7 万時間の長期材

料評価試験等を行い、

時間外挿により A-USC

タービン材料の 10 万時

間の信頼性を確認す

る。 

候補材料で 3万～7万時

間の長期材料評価試験

を実施し、時間外挿に

より 10 万時間の信頼性

を確認した。 

○ 

保守（寿命評

価）技術の高

度化 

⇒次期プロ

ジェクト提案 

高温弁要素 

技術開発 

実缶試験による弁信頼

性の確認 

実缶試験で当初目論見

の 1万時間を達成し、

さらに試験を継続中。 

〇 --- 

実缶試験 

回転試験 

（高温弁を含む） 

実缶試験および回転試

験を完了し、A-USC ボイ

ラ、タービン、高温弁

要素の信頼性を確認す

る。 

実缶試験で当初目論見

の 1万時間を達成し、

さらに試験を継続中。 

実缶 

試験 

○ 

回転試験 

実施中 
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2.研究開発項目毎の成果 

 

2.1 システム設計、設計技術開発 

概念設計として、1980 年代初頭に建設された初期の超臨界圧石炭火力を A-USC 技術で更新する

ことを検討した。適用する A-USC 技術に 3 ケースの蒸気条件を設定した。表 5 にそれらの要目を

示す。以下に概念設計の結果を述べるが、研究に参加したメーカがケースごとに分担して検討し

たものである。 

 

ケース A は最も熱効率が高いと考えられる 2段再熱のケースであり、基本システム構成を図１

５に示す。超高圧タービン（VHP）入口の主蒸気条件は圧力 350MPa、温度 700℃である。再熱蒸

気温度は第一段、第二段ともに 720℃とした。この温度条件はヨーロッパの AD700 プロジェクト

で検討されたものと同じである。本構成による熱効率は 46%（送電端、HHV）と予測された。 

 

 

ケース A B C

プラント出力 MW

燃料

蒸気条件 35MPaｇ　700℃／720℃／720℃ 25MPag　700℃／720℃ 24.1MPag　610℃／720℃

送電端効率 % 46.0 44.3 43.4

石炭　（瀝青炭） 

500

表 5 検討ケース 

図 7 システム構成 (ケース A) 
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オーステナイト系
Ni基/ Fe-Ni基

720℃

ボイラ

高圧
2RH

2SH

火炉

3SH
低圧
2RH

4SH

高圧
1RH

低圧
1RH

ＥＣＯ

1SH

700℃

タービン
VＨＰ

35MPa g
700℃

720℃

LPタービンHP-ＩＰタービン

蒸気タービン

従来材料

フェライト系

オーステナイト系

未実績材料

フェライト系

オーステナイト系
Ni基

開発材料

フェライト系

オーステナイト系
Ni基/ Fe-Ni基

720℃

ボイラ

高圧
2RH

2SH

火炉

3SH
低圧
2RH

4SH

高圧
1RH

低圧
1RH

ＥＣＯ

1SH

700℃

タービン

図 8 適用材料 (ケース A) 
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このような構成とした場合、適用材料は図 8のようになる。この図中、空色で示した部分は従

来から汽力発電で使われている材料、緑色は汽力発電で使ったことは無いがガスタービン等他の

分野で使われてきた材料、ピンクは A-USC 用の開発材料である。まずボイラを見ると、過熱器や

再熱器の一部で開発 Ni基合金が使われ、その他の部分は従来材料でまかなえることがわかる。

そして、ボイラからタービンへの蒸気管、弁も開発 Ni基合金で構成する。タービンは内部ケー

シングとロータの一部に開発 Ni 基合金を適用する。この検討ではロータに溶接構造を適用する

ことを想定しており、空色の部分の従来材料（12Cr 鋼）とピンクの部分の開発 Ni 基合金は溶接

される。タービン翼は高温になる部分だけ従来ガスタービンで使われてきた Ni基合金を適用す

る。 

図 9 には既存プラントをケース Aの条件で更新する場合の換装機器を示す。図中、ピンクの部

分が換装される機器である。この場合、既存プラントが一段再熱だったので、二段再熱に変更す

るにはボイラ全体を換装する必要がある。また、タービンは超高圧タービンを追加別置きとし、

高圧、中圧、低圧タービンは既存の基礎台上で換装する。その他、ボイラからタービンへの配管

等を換装する。ケース Aの場合二段再熱であり換装部分が多目になったが、それでも環境設備、

揚運貯炭やその他設備で多くの機器を再利用できることがわかる。 

 

 

ケース Bは一段再熱の例である。このケースでは 700℃の超高圧部分にトップタービン形式

を、720℃の再熱タービンに冷却方式を採用している。図 10に示すようにトップタービン形式と

はもともと一つの高圧タービンを敢えて超高温の VHT タービンと比較的低温の HP タービンに分

割したものである。VHT タービンの入口蒸気温度は 700℃で HPタービンの入口蒸気温度は 610℃

である。その結果、図 11に示すように、Ni基合金の適用を比較的小型の VHT タービンに集中で

き、Ni 基合金部品を小型化できる。例えば、VHT タービンのロータは 10トン程度の大きさとな

る。また、HPタービンは 610℃であるので従来材料で構成可能である。一方、中圧タービンは冷

却を適用することによりタービン入口部と動翼以外は従来材料で構成している。このような設計

復水器

低圧　　

加熱器

高圧　　
加熱器

給水　　
ポンプ

変圧器

脱気器

揚運貯炭

ボイラ

集塵器脱硫
装置煙突

排水

開閉器

循環水
ポンプ

発電機
蒸気タービン

基礎台

タービン建屋

制御装置

灰処理設備

バンカ・ミル

ファン

発電機

蒸気

基礎台

脱硝装置

ＡＨ

改造範囲　：

流用範囲　：

タービン

復水器

低圧　　

加熱器

高圧　　
加熱器

給水　　
ポンプ

変圧器

脱気器

揚運貯炭

ボイラ

集塵器脱硫
装置煙突

排水

開閉器

循環水
ポンプ

発電機
蒸気タービン

基礎台

タービン建屋

制御装置

灰処理設備

バンカ・ミル

ファン

発電機

蒸気

基礎台

脱硝装置

ＡＨ

改造範囲　：

流用範囲　：

改造範囲　：

流用範囲　：

タービン

図 9 換装機器 (ケース A) 
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により Ni基合金部品の小型化と製作コストの低減を図ることができる。ボイラは過熱器、再熱

器に Ni 基合金を適用する。 

 

 

 

 

ＨＰ

25MPa, 700℃

720℃

冷却蒸気
LP

ＩＰ

高温
ボイラ

高温蒸気タービン

VＨT

610℃

ＨＰ

25MPa, 700℃

720℃

冷却蒸気
LP

ＩＰ

高温
ボイラ

高温蒸気タービン

VＨT

610℃

図 10 システム構成 (ケース B) 
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図 11 適用材料 (ケース B) 
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図 12 換装機器 (ケース B) 
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図 12には既存プラントをケース Bの条件で更新する場合の換装機器を示す。ケース Bは一段再

熱であるのでケース Aとは異なりボイラは一部換装で済ませることが出来る可能性が高い。換装

部分は過熱器、再熱器であり、火炉や架構は再利用可能である。タービンについてはトップター

ビン形式を採用したこと等により、基礎台、建屋ごと交換となる。ただし、溶接タービン形式を

採用すれば、基礎台、建屋、復水器も再利用可能と考えられる。その他、ボイラからタービンへ

の配管等を換装する。結局、ケース Bの場合ボイラ、環境設備、揚運貯炭やその他設備で多くの

機器を再利用できることがわかる。また、設計の方法によりタービン基礎台、建屋、復水器も再

利用可能と考えられる。 

ケース Cは図 13 に示すように一段再熱でかつ再熱のみを高温化し 720℃にした例である。この

ケースでは超高圧部の蒸気温度は 610℃に抑えている。本構成では 700℃級としての熱効率向上

メリットは半分になるが、超高圧部を従来材料で構成可能となるので、図 14 に示すように Ni基

合金の適用量が大幅に低減するとともに、開発課題も低減できる。720℃の再熱 IP タービンには

冷却方式を採用することによりタービン入口部と動翼以外は従来材料で構成している。また、ボ

イラでも再熱器のみに Ni基合金が適用される。このような設計により Ni基合金部品を減らし製

作コストを低減することができる。 

 

 

 

図 15 には既存プラントをケース Cの条件で更新する場合の換装機器を示す。ケース Cは再熱の

み 720℃化したが、主蒸気も 538℃から 610℃まで高温化したので換装部分は過熱器、再熱器と
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図 13 システム構成 (ケース C) 
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図 14 適用材料 (ケース C) 
 



 

- 27 - 
 

なる。火炉や架構は再利用可能である。タービンについては高中圧タービン、低圧タービンが交

換となるが、基礎台、建屋、復水器が再利用可能となる。その他、ボイラからタービンへの配管

等を換装する。結局、ケース Cの場合ボイラ、タービン基礎台、タービン建屋、復水器、環境設

備、揚運貯炭やその他設備で多くの機器を再利用できることがわかる。 

 

経済性評価 

熱効率向上による燃料費削減分を建設費に転嫁できると仮定し、目標更新コストを策定した。

建設費の償却期間 15 年、石炭価格 1.0\/1000kcal とすると、目標更新コストは年間償却費で

0.5 円～0.7 円/kWh となる。これら目標年間償却費建設費は’平成 11 年 12 月総合エネルギー調

査会第 70回原子力部会試算例「石炭火力」4)’の減価償却費に対する割合で換算すると 30～

40%程度になる（図 16）。よって、既設石炭火力を A-USC で更新することは、新設時に比べて約

30～40%の年間減価償却費で、15～20%以上の CO2 効果をもたらすため、経済性及び環境性に優れ

たプラント改善の選択肢のひとつと考えられる。 

 

また、表 6に新設を想定し、代表的なケース Aとケース Cの送電端熱効率、二酸化炭素排出

量、機械装置費を現行 USC と対比して示す。 
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表 6 新設を想定した熱効率、二酸化炭素排出量、機械装置費 

  ケース A ケース C 

送電端熱効率  46% 43.4% 

 対 USC 比 9.5% 向上 3.3% 向上 

CO2 排出量 対 USC 比 9.5% 減少 3.3% 減少 

機械装置費 対 USC 比 25%程度 増加 6%程度 増加 

これらから計算した A-USC の発電単価は機械装置費の上昇と燃料費削減がバランスし現行の

USC と同等であることがわかった。 

 

2.2 ボイラ要素技術開発 

700℃級 A-USC ボイラ開発では、従来の 600℃級 USC 開発技術を基盤として、図 17 に示すよう

な各種要素技術開発について多面的な検討を必要とした。 

 

 

図 7  A-USC ボイラ技術開発課題 

「ボイラ材料」では、700℃以上の部位に適用する Ni 基系合金の実用化に向けた材料特性の把

握、製造性評価、更に長時間信頼性の検証を実施した。「構造配置」については、Ni 基系合金

が従来フェライト鋼と比較して熱伸び量が大きくなる点、高蒸気条件採用によって伝熱面積が増

加する点等に対して最適設計を図った。「構成機器」では、高温高圧下に設置し、厚肉化に伴う

熱応力の増大等に配慮した管寄せ構造等を検討した。「製造加工」では、長時間信頼性に配慮し

た溶接継手特性の検討及び厚肉大径管の曲げ加工技術を確立した。「保守管理」については、開

発材料に対する寿命評価技術及び経年材溶接評価等を検討することで、安定運用に向けた信頼性

の確保を図った。 

図 8 にボイラ技術検証フローを示す。プロジェクトの前半 5年間において、システム、材料、

製造、部品等に関する基本技術開発を行った。システムでは事前検討、システム評価を、材料開

発では表 1に掲げた材料による小径管、大径管等の試作、製造技術開発では管等の溶接技術、管

の曲げ技術検証、部品技術では開発材を用いた過熱器、再熱器ヘッダの試作、材料試験としては

水蒸気酸化試験、高温腐食試験、疲労試験、長期材料試験を行った。長期材料試験はプロジェク

トの全期間に亘り実施し、プロジェクト終了後も参加各社において 10 万時間まで継続される。
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プロジェクト後半の 4 年間ではそれまでに開発された基本技術を駆使し、実機ボイラの一部に

700℃の蒸気を発生する過熱器を組み込み、実缶試験を行った。 

 

図 8 ボイラ技術検証フロー 

 

表 1 ボイラ候補材料、表 2 にその開発経緯と特徴を示す。欧米のプロジェクトでは、汎用板材

やガスタービン用として開発されたγ’析出強化型 Ni基合金 Alloy617(Ni-22Cr-12Co-9Mo-

1.2Al-Ti)、Alloy263(Ni -20Cr-20Co-6Mo-2Ti-Al)、Alloy740(Ni-25Cr-20Co-2Nb -2Ti)のボイラ

材としての適用が検討された。 

A-USC ボイラ開発においては上記 Ni 基合金に加え、日本で開発された独自材として USC141(Ni-

20Cr-10Mo -1Al-2Ti)、γ’相を強化相としない Fe-Ni 基合金 HR6W (23Cr-45Ni-7W)、HR6W のク

リープ強度向上を指向した HR35 の 3 合金、さらに 650℃迄の部位への適用を想定して、溶接継

手強度を飛躍的に向上させた先進 9Cr 系高強度耐熱鋼（3 鋼種）も候補材に加えている。 

Ni 基材料はクリープ強度に優れる反面、組織安定性、クリープ脆化、靭性、溶接割れ感受性に

懸念がある。そこで、クリープ破断強度、曲げ加工性等の母材の特性評価および溶接特性評価を

行った。さらに、母材の水蒸気酸化特性、高温腐食特性、高温疲労特性についても評価を行っ

た。これらの特性評価に用いるために製作した試験用板材料を図 9 に示す。 

図 10 には HR6W の溶接断面と側曲げ試験の結果を示す。Ni基材料の溶接については良好な結果

を得たが、一部に高い割れ感受性を示す材料があったのでその材料については微量成分の調整を

行い良好な溶接特性を得ることができた。 

図 11には試作した大径管を示す。これらの大径管は曲げ加工試験(図 14)、溶接試験(図 15)等

に供された。さらに母材部、溶接部は細断されてクリープ破断試験等に供された。 

図 12には再熱器ヘッダ（図 15）試作のために製作された外径 635mm の大径管を示す。 

図 13 には過熱器用に試作された小径管（Alloy617、HR6W）を示す。 
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表 1 ボイラ候補材料 

 

 

表 2  A-USC ボイラ候補材料の開発経緯と特徴 
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図 9 ボイラ試験用板材料 

 

 

図 10 HR6W 溶接試験 

 

 

図 11 試作大径管（外径 350mm） 

 

 

図 12 再熱器ヘッダ試作用大径管（外径 635mm） 
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図 13 試作小径管（過熱器用） 

 

図 14 大径管曲げ試験（Alloy617、HR6W） 

 

 

図 15 大径管溶接試験 

 

各候補材について溶接継手の組織調査、機械的性質の試験が完了した。いずれの溶接部も良好

な衝撃、引張強度特性、クリープ強度特性が得られている。一例として図 16 に HR6W の母材およ

び溶接継手のクリープ破断試験結果を示す。大径管および小径管溶接継手の長時間クリープ破断

試験は 10万時間まで継続実施している。 
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図 16 HR6W の母材および溶接継手のクリープ破断試験結果 

 

水蒸気酸化特性は、ボイラ火炉内に設置される伝熱管にとって重要な材料特性の一つである。

A-USC ボイラの伝熱管では、最終高温部で管の温度は 750℃前後であり従来よりも 100℃程度高

くなる。これらの部位では主に高強度で耐食性の良い Ni 基系合金の適用について、材料選定お

よび長期運転の信頼性確保のための水蒸気酸化スケール成長挙動の把握が必要となる。試験結果

として Ni基系合金 6 鋼種の 750℃条件下で 3000 時間経過後のスケール厚さを図 17 に示す。各

候補材とも従来耐熱鋼に比べスケール厚さは小さく高耐食性をもつことが確認されている。これ

ら試験による成果を用いて、A-USC ボイラでの長時間スケール成長挙動を予測し、使用時間に応

じた材料選定、またプラント保守計画を行うことが可能となる。 

 

 

図 17 750℃条件下で 3000 時間経過後のスケール厚さ 
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A-USC ボイラの伝熱管使用環境を十分考慮した候補材料選定のため、ボイラ伝熱管用として従

来使用実績のない Ni 基系合金の高温腐食特性ついて、既存鋼との比較データを把握することが

重要である。試験結果の一例として図 18 に Ni 基系合金 6 鋼種の 750℃/50℃条件化での腐食減

肉量を示す。各候補材とも従来耐熱鋼と同等程度の高温腐食耐食性をもつことを確認した。これ

ら試験による成果を用いて、従来の耐熱鋼と候補材である Ni 基系合金の腐食速度を対比させる

ことで、高温腐食の観点から、A-USC ボイラ伝熱管としての使用可否判断や選定を行うことが可

能となる。 

 

 

図 18 模擬石炭灰による高温腐食試験結果 

 

A-USC ボイラ開発材料としては、使用温度 650℃を目指したフェライト系耐熱鋼、700℃以上で

使用可能な Ni基系合金が挙げられる。これら候補材では、想定使用温度域での材料特性が充分

ではないため、基礎データ取得の一環として高温疲労及びクリープ疲労データの取得を図る必要

がある。試験結果として図 19に Ni 基系合金 4 鋼種の高温疲労強度試験結果を示す。各候補材と

も従来耐熱鋼と同等程度の高温疲労強度をもつことが確認された。 
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図 19 Ni 基系合金の高温疲労試験結果 

 

先進 9Cr 系高強度耐熱鋼については SAVE12AD で大径管を試作し、溶接試験、曲げ試験等を実施

した。良好な加工性が得られるとともに、従来材でクリープ強度の低下の一因となっていた結晶

粒の微細化が抑制される結果が得られた。（図 20） 

 

溶接部マクロ組織      高周波加熱曲げ試験 

図 20 先進 9Cr 鋼（SAVE12AD）大径管試験 

 

大径管・小径管製造技術、管曲げ技術、溶接技術といったボイラ部材製造技術の総括的な検証

を目的として再熱器および過熱器のヘッダーモックアップを試作し、問題なく製作できることを

確認した。（図 21） 



 

- 36 - 
 

 

図 21 再熱器、過熱器ヘッダーモックアップ 

 

2.3 タービン要素技術開発 

主たる目標は鍛造大型ロータ材料開発、鋳造大型ケーシング材料開発であるが、これらの材料

を実用化するにはボイラと同様に図 22に示すような開発課題があり、タービン材料、システ

ム、構造、製造そして保守管理それぞれに関る各種要素技術開発が必要である。特に、700℃の

条件下で使う Ni 基大型部材製造と溶接技術が重要である。 

 

 

図 22 タービン技術開発課題 

 

図 23 にタービン技術検証フローを示す。タービンについてもプロジェクトの前半 5 年間におい

て、システム、ロータ材料、製造、ケーシング材料等に関する基本技術開発を行った。システム

では事前検討、システム評価を、ロータ材料開発では表 3 に掲げた材料による大型ロータの試

作、製造技術開発ではロータ溶接技術、機械加工技術開発を、材料試験としては水蒸気酸化試

験、疲労試験、長期材料試験を行った。長期材料試験はボイラと同様にプロジェクトの全期間に

亘り実施し、プロジェクト終了後も参加各社において 10 万時間まで継続される。プロジェクト

後半の 4 年間では実機と同じ外径を持ったロータを試作し、実機と同じ回転数、700℃以上の温

度条件化でロータ回転試験を実施している。 

図 24に試設計された 1000MW A-USC タービンの断面図を示す。 
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図 23 タービン技術検証フロー 

 

 

図 24 1000MW A-USC タービン試設計 

 

表 3 タービンロータ候補材料 
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Ni 基材料は長時間クリープ強度が従来の鉄鋼材料に比べて高められる利点があるが、大型化が

難しく、一般に線膨張係数が鉄鋼材料よりも大きいといった特性があり、開発にはリスクをとも

なう。そこで、本プロジェクトではそれぞれ特徴を有する複数のロータ材料を開発しリスク低減

を図ることとした。線膨張係数を従来の高 Cr 鋼並みに抑えた LTES700R、高温クリープ強度特性

に優れた TOS1X、比較的安価で大型鋼塊製造性に優れた FENIX700 のロータ材の 3種類である。 

LTES700R はもともと小型のボルト用材料として開発された LTES700 を大型ロータ材料向けに改

良した材料である。LTES700R の線膨張係数は LTES700 より高くなっているものの従来の Ni基合

金や 2.25Cr 鋼より低いレベルになっている(図 25右)。また、LTES700R のクリープ破断強度は

目標値（700℃×10万時間クリープ強度 100MPa）を十分満足する(図 25 左)。 

 

 

図 25 LTES700R の特性 

 

 

図 26 大型ロータと溶接技術 
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図 27 LTES700R と先進 12Cr 鋼の異材溶接継手強度 

 

 

図 28 LTES700R と 12Cr 鋼の異材溶接 

 

Ni 基合金は、溶解、鍛造に必要な製造能力の制約から、製造サイズに制限が生じることから、

部材を軸方向に溶接で連結した溶接ロータ（図 26）の採用が必要となる。Ni 基合金の溶接技術

については、既にフェライト系耐熱鋼において技術確立されており、実機向け溶接ロータ製作実

績も十分にある TIG 溶接を採用した。LTES700R 向けの溶接材料開発を行い、継手性能は母材同

等となることを確認した(図 27)。続いて，前記の LTES700R 試作材と先進 12Cr 鋼との異材溶接

施工を行った。モックアップロータ材の外径は約φ800mm であり、良好な施工結果であった(図

28)。このモックアップロータ材については、引続き、継手性能(組織、機械特性等)を確認し

た。 

TOS1X は、Ni 基合金 Alloy 617 をベースに Al 量と Ti 量を調整し、鍛造性や溶接性を維持しつ

つ高温強度を向上させた合金である。TOS1X の開発においては、小規模試作材(5kg)の製造を経

て、7トンのモデルロータを試作し、製造性を検証するとともに、700℃, 10 万時間クリープ破

断強度約 160MPa を達成した 。 
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続いて、TOS1X のモデルロータ（7トン）の製造で得られた知見をベースに組成の最適化を行う

ことで、より高温強度を高めたロータ材料 TOS1X-Ⅱの開発を行った（図 29）。表 4に TOS-1X-

Ⅱの化学成分を、TOS1X とともに示す。TOS1X-Ⅱは、TOS1X の Cr 量を減らし、Ti 量を高めた化

学成分を有する。Ti 量の増量により高温強度をさらに高めるとともに、組織安定性の観点から

Cr 量を低減した。その結果、10 万時間クリープ破断応力として 200MPa 以上の達成の見込みを得

た。（図 30） 

 

 

図 29 TOS1X の開発 

 

表 4 TOS1X-Ⅱの化学成分 

 

 

 

図 30 TOS1X のクリープ破断強度 

 

FENIX700 は、ベースの鉄-Ni 基合金 Alloy706 の材料組成から Nbを取り除き Alを添加する等の

組成改良を施したロータ向け材料である。Alloy706 は、鉄分を多く含み、Mo、W、Co などの高価

な元素を含まない。そのため、一般的な高強度 Ni基合金の中で素材価格が安い利点を持つ。ま

た、Alloy706 に含まれる Nb は、析出強化相であるγ”相(Ni3Nb) を生成するため非常に重要で

あるが、偏析しやすい元素でもある。そのため、Nb は大型インゴット製造には好ましくない。

表 5に FENIX700 と Alloy706 の組成を比較して示す。図 31に電子顕微鏡写真を示す。FENIX700

0.30.112.591.351.25180.07BalTOS1X-Ⅱ

0.30.112.590.31.6230.05BalTOS1X

--12.590.31.15230.1BalAlloy617

NbTaCoMoTiAlCrCNi

0.30.112.591.351.25180.07BalTOS1X-Ⅱ

0.30.112.590.31.6230.05BalTOS1X

--12.590.31.15230.1BalAlloy617

NbTaCoMoTiAlCrCNi
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の析出強化相は Alloy706 で観察されるγ”(Ni3Nb)に代わり、700℃の高温化でも安定した析出

強化相であるγ’ (Ni3Al)のみ表れることが確認された。図 32 に FENIX700 の長時間クリープ破

断強度の計測例を示す。開発目標である 700℃で 10 万時間のクリープ破断強度が 100MPa を超え

る見込みである。 

 

表 5 FENIX700 と Alloy706 の組成比較 

 

 

 

図 31 FENIX700 のミクロ組織 

 

 

図 32 FENIX700 の特性 

 

一方、ケーシング材料については、新たな開発は行わず、既存材料の中で蒸気タービンのケー

シング材に最も適した材料の選定を行うこととした。候補としては Alloy617、Alloy625、

Alloy740 があり、参加各社で分担し 1～2 トン程度の鋳造ステップブロック材を試作した(図

33)。さらに、大型の内部ケーシング（図 34）、ノズルボックス（図 35）を成功裏に試作した。

これらの材料から切り出した試験片により材料特性評価を行なった。 

(wt%)

Alloy Fe Ni Cr Nb Ti Al
Alloy 706 Bal. 41 16 3 1.7 0.3
FENIX700 Bal. 41 16 2 1.7 1.3
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図 33 鋳造ステップブロック材 

 

 

図 34 鋳造内部ケーシング 

 

 

図 35 鋳造ノズルボックス 

 

2.4 高温弁要素技術開発 

A-USC をシステムとして完成するには 700℃の蒸気環境下で作動する高温弁が欠かせない。種類

としてはタービン蒸気弁、ボイラ起動弁（タービンバイパス弁）、ボイラ安全弁等があり、図

36 に示す。これらはタービンの蒸気流量の制御、ボイラ起動時の蒸気流量制御、緊急時に蒸気

を逃がす等の機能を有し、システムを安全に運用する上で非常に重要な機器である。 

図 37に高温弁の開発課題を示す。高温弁は蒸気の流量制御の観点から摺動する弁棒及び相手側

摺動部材料に高い摺動特性が求められる。そこで、800℃まで検証可能な高温摩擦試験機（図

38）を製作し、従来機での特性と同等以上の摺動特性が出る候補材を絞り込むための試験を実施

した。従来機では摺動材料の表面に窒化処理、溶射処理、肉盛溶接処理を施した材料を適用して
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きたが、Ni 基合金についてもそれら表面処理技術を適用し、この装置を用い Ni基材料、ステラ

イト材、表面効果処理材等を試験し、弁棒と相手側の摺動部材料に最適な組み合わせを見いだし

た。 

 また、摺動部に高温蒸気による酸化が急激に発生すると摺動部における固着が弁棒動作不良の

原因と成りかねない為、その特性を把握する必要がある。よって高温蒸気により表面に付着する

スケール厚さ、重量増加測定を目的とした水蒸気酸化試験を実施し、慎重に材料選定を行った。 

また、高温弁は蒸気室と大気室を遮断するシール材の採用が必要不可欠である、しかしながら

従来機に採用されてきたシール材は 700℃級蒸気雰囲気での使用実績がほとんど無いため、長時

間におけるシール材の耐久性の確認が必要である。酸化減量が少ない材料が求められる。また、

シール材は設置部位により求められる性能が大きく異なる。シール材の検証には高シール性、酸

化減量が少ないことは基より、締付方法、メンテナンス手法の確立も必要不可欠である。一方、

高温弁内部の大口径ねじ部においては高温酸化雰囲気における焼きつき、齧りといった可能性が

あり、その対策が求められる。具体的には Ni 基合金の母材のねじ部位にコーティングを実施す

る事で対策を実施し、高温酸化雰囲気に長時間さらした後に、対策の効果を確認した。 

蒸気タービンの蒸気入口に設置される入口弁は、蒸気タービンの蒸気流量制御動作や、保護装

置が作動した際の危急遮断動作など蒸気タービンを安全に運用・停止するために重要な役割を

担っており、常に高い信頼性を有するものでなくてはならない。一方入口弁は、蒸気タービンの

中で最も高温・高圧部にさらされる要素であり、過酷な条件下で弁動作を確実のものとする必要

がある。このため、入口弁に適用される材料には材料強度のほか使用される部位によって、異な

る材料特性が要求されることになる。代表的な部位として弁棒摺動部には、耐酸化スケーリグ

性、耐磨耗性、耐かじり性及び摺動性に優れた材料特性が必要となり、弁シート部には耐酸化ス

ケーリング性、耐エロージョン性及び耐衝撃性に優れた材料特性が必要となる。一般的に、これ

らの材料特性を得るため母材にコーティング、肉盛溶接又はその他の表面硬化処理を行い実現し

ている。蒸気温度が 700℃を超える A-USC プラントの入口弁に適用される主要材は、これらの観

点から既存の Ni 基合金などから必要な特性を有したものを選定した。 

一方、タービン用の大型高温弁のケーシングには Ni 基合金の大型鋳造材を適用する方針であ

り、実機大の鋳造材を試作し製造技術を確立した。（図 39） 
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図 36 高温弁 

 

 

図 37 A-USC 高温弁開発課題 

 

 

 

図 38 弁材料の高温摺動試験装置 
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図 39 弁ケーシング(Alloy625,約 9ton) 

 

2.5 実缶試験・回転試験（高温弁検証を含む） 

プロジェクト後半の 4 年間ではそれまでに開発された基本技術を駆使し、実機ボイラの一部に

700℃の蒸気を発生する過熱器を組み込み、実缶試験を行った。7月に当初目標の 10,000 時間の

運転を達成し、10月に試験を完了した。実缶試験は図 40 に示すように実ボイラに開発材で製作

された伝熱管等を組込み、700℃の蒸気を発生させた。発生した蒸気で、高温弁、大径管、ター

ビンケーシング等の検証試験が行われた。図 41に大牟田市にあるシグマパワー三川発電所で実

施された実缶試験装置の外観を示す。ボイラ内部組み込まれた 700℃の蒸気を発生するために過

熱器の構成を図 42に示す。既設過熱器から 3パネルを外し、試験用第 1 過熱器、試験用第 2 過

熱器、試験用第 3 過熱器を取り付け、過熱器を直列に 3回通すことにより蒸気を 700℃まで過熱

した。図 43 には試験用第 3 過熱器をボイラに組込んだときの様子を示す。 

 

 

図 40 実缶試験フロー図 
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図 41 実缶試験装置外観 

 

 

図 42 700℃過熱器の構成 

 

 

図 43 700℃級過熱器（ボイラへの組込み） 
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図 44に試験用第 3過熱器出口蒸気温度の 1 日の変化を示す。710℃になるように制御をかけて

いる。午前中のスートブロー時と夜の負荷下げ時に若干温度が低めになるが、そのような状況で

も 700℃程度をキープしている。 

 

 

図 44 700℃級過熱器出口蒸気温度の例 

 

図 45 は保温を巻かれた試験用大径管である。700℃の蒸気は右上から入り、左下から出てい

く。 

 

 

図 45 保温を巻かれた大径管 

 

図 46 は大径管のメタル温度分布の例で、700℃程度に保持されており、このような条件下で問

題が生じないことを確認した。 

 

 

図 46 大径管メタル温度分布の例 

 

図 47 は試験用の一般弁（玉型弁）であり、図 48は試験用の安全弁である。これらは特に問題

は無く試験を完了した。 
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図 47 一般弁（玉型弁） 

 

 

図 48 安全弁 

 

図 49 は試験用タービンバイパス弁（ボイラ起動弁）である。この弁は普段は閉の状態で保持さ

れるが、定期的に開状態にして高温蒸気を通し、弁が正常に作動することを確認した。 

 

 

図 49 タービンバイパス弁（ボイラ起動弁） 

 

図 50 に試験用タービン制御弁を示す。タービン制御弁は実缶試験装置を流れる蒸気流量に影響

を与えない程度に微小な開閉動作を常に繰り返すことにより、弁棒と相手側の摺動部材料の耐久

性を検証し、問題が無いことを確認した。 

 

 

図 50 タービン制御弁 
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図 51 はタービン内部ケーシングモデルである。内部に酸化試験用材料試験片を多数配置してお

り、700℃環境下での様々な材料の耐酸化特性の比較を行うことができる。今後、内部ケーシン

グから試験片を取り出し、それらの酸化状態を比較する。 

 

 

図 51 タービン内部ケーシングモデル 

 

プロジェクト後半の 4 年間では実機と同じ外径を持ったロータを試作し、700℃以上の温度条件

化で、実機と同じ回転数でロータ回転試験を実施する。現在、試験装置の試運転を行っている。

2015 年度から 2016 年度末まで試験を実施する。ロータは電気ヒータで加熱される。回転試験装

置を図 52に示す。 

 

図 52 回転試験装置 

 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

1.実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

①実用化の見通し 

図 53 に示すように 2016 年度に要素技術開発を完了し、それに並行してユーザによる技術評価

を行う。その後、地点選定、環境アセス等を行い、建設工事、試運転を経て、早ければ 2025 年

頃に大型機の商用実証を目指す。 
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図 53 実用化想定スケジュール 

 

②導入促進に向けた課題 

プラント寿命評価技術の高度化 

現行プロジェクトの完了により A-USC の導入判断が可能となるが、プラント寿命評価技術の

高度化を行うことにより将来の実機運開後のメンテナンスコスト削減を図る。発電単価を低

減するとともに、海外展開の促進に寄与する。 

代表的な部品、例えば大径管など、について実機大の試験体により長期破壊試験を行い、経

年的な劣化状態を早期に把握する。 

海外市場への売り込み 

海外市場（アジア・オセアニア、欧州、北米）へ A-USC 発電プラント、素材に関する技術流

出を防ぎつつ輸出する仕組みづくり。輸入国へのファイナンス支援（ODA、JBIC 等）を活用す 

る。 
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Ｐ１００１６ 
Ｐ９２００３ 

 
「次世代火力発電等技術開発」基本計画 

環境部 
 
１． 研究開発の目的・目標・内容 
（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 
平成２７年７月に決定された長期エネルギー需給見通しにおいては、３Ｅ＋Ｓ

（安全性、安定供給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れ

た電源構成を実現していくこととしており、火力分野においては、石炭火力発電及

びＬＮＧ火力発電の高効率化を図り、環境負荷の低減と両立しながら、有効活用を

推進することとしている。火力発電の高効率化は、再生可能エネルギーの最大限の

導入促進、安全性の確認された原子力発電の活用と合わせ、温室効果ガス削減目標

積み上げの基礎となった対策・施策として位置づけられている。これを踏まえ、平

成２７年７月に官民協議会で策定した「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」

においては、火力発電の高効率化、ＣＯ２削減を実現するため、次世代の火力発電

技術の早期確立を目指すこととしている。 
 
②我が国の状況 
我が国の火力発電の熱効率は世界最高水準を保っている。世界で初めて超々臨界

圧火力発電（ＵＳＣ）を商用化し、さらには高効率な空気吹石炭ガス化複合発電

（ＩＧＣＣ）が既に実用化段階であり、酸素吹ＩＧＣＣにおいても実証フェーズに

ある。また、効率向上に大きく寄与するガスタービンにおいて、１６００℃級とい

う高温化を世界に先駆けて実現する等、熾烈な国際競争の中においても、我が国の

高効率火力発電システムは、トップレベルを維持しており、世界をリードしてい

る。しかしながら、燃料資源を他国に大きく依存する我が国にとっては、限られた

資源の有効利用を図ることは至上命題であり、今後とも、更なる効率化を図ってい

く必要がある。また、中長期的な視点では、大幅なＣＯ２削減を実現しうるＣＯ２

の回収・貯留・利用（ＣＣＵＳ）の技術の開発・推進も重要なテーマであり、国内

でのＣＣＳ（二酸化炭素の回収・貯留）大規模実証事業や貯留ポテンシャル調査等

が進められている。 
 

③世界の取組状況 
 地球温暖化問題の対策として、ＣＯ２排出量の削減が強く求められている中で、

米国や欧州においても国家レベルで巨額の研究開発費を投じ、基礎研究から技術開

発、実証研究等の様々な取組が行われており、日本と同様にＩＧＣＣや先進的超々

臨界圧火力発電（Ａ－ＵＳＣ）、高効率ガスタービン等の開発が進められている。

また、大幅なＣＯ２削減を達成するため、ＣＯ２分離・回収を行ったＩＧＣＣやＣ

ＣＳ－ＥＯＲ（石油増進回収）の実証といったプロジェクトも進められている。

添付１  



 

 
 

④本事業のねらい 
長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、火力発電の高効率化に関しては、石

炭火力の発電効率を大幅に引き上げる石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）の

実証事業をはじめ、石炭火力、ＬＮＧ火力の双方につき、新たな火力発電技術の開

発等を実施する。また、火力発電から発生するＣＯ２排出量をゼロに近づける切り

札となる技術として、火力発電所から発生する大量のＣＯ２を効率的に分離・回

収・有効利用するための技術開発等を実施する。これまでの火力発電に係る技術開

発は、個別の技術ごとに進められていたが、石炭火力、ＬＮＧ火力は共通する要素

技術が多く、火力発電全体の技術開発を加速するためには、個別技術開発を統合

し、包括的かつ一体的に推進することが有効である。そこで、次世代火力発電技術

に係る事業を本事業において統合し、関連事業を一元管理し、一体的に進めること

で、開発成果を共有しつつ、技術開発に係るリソースを最適化する。これにより、

次世代火力発電技術の開発を加速し、早期の技術確立及び実用化を狙う。 
 

（２）研究開発の目標 
①アウトプット目標 
 本事業を通じて、発電効率の大幅向上やＣＯ２分離・回収後においても高効率を

維持する等、ＣＯ２排出の削減に寄与する革新的な次世代火力発電技術の確立を目

指す。 
 研究開発項目ごとの目標については、別紙にて定める。 
 
②アウトカム目標 
本事業の開発成果により、２０３０年頃にＬＮＧ火力においては、将来のガス

タービン燃料電池複合発電（ＧＴＦＣ）商用機として送電端効率６３％（高位発熱

量基準）を達成し、さらには、ＩＧＦＣ商用機へと繋げることで、石炭火力として

送電端効率５５％（高位発熱量基準）を達成する。また、ＣＣＳの実現に向け、Ｃ

Ｏ２分離・回収コスト１，０００円台/ｔ-ＣＯ２という大幅な低減を達成する。 
世界の火力発電市場は、今後、２０４０年にかけて石炭火力では約５２０兆円、

ＬＮＧ火力では約２７０兆円で、累計７９０兆円の規模が見込まれる。年平均では

約３０兆円であり、このうちのシェア１割、約３兆円の次世代火力技術の市場を獲

得する。 
 

③アウトカム目標達成に向けての取組 
市場ニーズを見極めつつ、各技術開発プロセスの進捗管理を行い、開発優先度の

調整、開発スケジュールの最適化、技術開発の相互連携を図り、中長期の火力発電

技術開発の全体プロセスの最適化・効率化を図る。そして、技術開発のプロセスに

おけるコスト低減の取組と信頼性の確保により、商用機導入を早期に拡大する。 
 

（３）研究開発の内容 
火力発電の効率化及びＣＯ２分離・回収・有効利用等に関する調査、開発及び実証

を実施する。実施に当たっては、各事業の性質に合わせ、委託事業又は助成事業（Ｎ

ＥＤＯ負担１／３、２／３）により実施する。 
なお、個別研究開発項目の研究開発内容の詳細については、別紙にて記載する。 
 
研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業［助成事業］ 



 

 
 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成） 
２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（２／３助成） 
３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業［助成事業］ 
 １）１７００℃級ガスタービン（２／３助成） 
 ２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）（２／３助成） 
研究開発項目③ 先進超々臨界圧火力発電技術開発［助成事業（２／３助成）］ 
研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発［委託事業］ 
１） 次世代ガス化システム技術開発 
２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 
３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 
４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

    ５） ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 
研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発［委託事業］ 
研究開発項目⑥ 次世代火力発電技術推進事業［委託事業］ 

 
３．研究開発の実施方式 
（１）研究開発の実施体制 

本事業は、ＮＥＤＯが単独又は複数の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研究

開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施設等の

活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分はこの限りでは

ない。）から、原則公募によって実施者を選定し実施する。ただし、移管事業に関し

てはこの限りではない。 
ＮＥＤＯは、プロジェクトの進行全体の企画・管理やプロジェクトに求められる技

術的成果及び政策的効果を最大化させるため、必要に応じてプロジェクトマネー

ジャー（以下ＰＭという）を任命する。また、各実施者の研究開発ポテンシャルを最

大限に活用し、効率的かつ効果的に研究開発を推進する観点から、必要に応じて研究

開発責任者（プロジェクトリーダー、以下ＰＬという）を指名する。 
なお、研究開発項目ごとのＰＭ、ＰＬは以下のとおり。また、研究開発項目④

２）、３）、４）は、推進にあたって、燃料電池に関する情報共有と開発戦略の整合

性を図るため、プロジェクトチーム（ＰＴ）にＮＥＤＯ新エネルギー部を加える。 
 

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 
ＰＭ：ＮＥＤＯ 山本誠一、ＰＬ：ＮＥＤＯにて選定 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業 
１）１７００℃級ガスタービン 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 佐藤順、ＰＬ：ＮＥＤＯにて選定 
２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ） 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 佐藤順、ＰＬ：ＮＥＤＯにて選定 
研究開発項目③ 先進超々臨界圧火力発電技術開発 
ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：ＮＥＤＯにて選定 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発 
１）次世代ガス化システム技術開発 
ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ要素研究 



 

 
 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 西田映二、ＰＬ：電源開発株式会社 桝山直人 
３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 
ＰＭ：ＮＥＤＯ 山本誠一、ＰＬ：ＮＥＤＯにて選定 

４）燃料電池石炭ガス適用性研究 
ＰＭ：ＮＥＤＯ 山本誠一、ＰＬ：ＮＥＤＯにて選定 

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 
ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人石炭エネルギーセンター 原田

道昭 
研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 
 

（２）研究開発の運営管理 
ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理及び執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、

外部環境の変化等を適切に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効

率的かつ効果的な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。 
①進捗把握・管理 
ＰＭは、ＰＬや研究開発実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握す

る。また、外部有識者で構成する技術検討委員会を組織し、定期的に技術的評価を

受け、目標達成の見通しを常に把握することに努める。 
 

②技術分野における動向の把握・分析 
ＰＭは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策

動向、市場動向等について調査し、技術の普及方策の分析及び検討を行う。 
 

４．研究開発の実施期間 
本事業の実施期間は、平成２８年度から平成３３年度までの６年間とする。なお、

研究開発項目①及び②は平成２４年度から平成２７年度、研究開発項目③は平成２０

年度から平成２７年度まで経済産業省により実施したが、平成２８年度よりＮＥＤＯ

が実施する。 
 
５．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、事業の意義及び目標達成度や成果に係る

技術的意義及び将来の産業への波及効果等について、評価を実施する。研究開発項目

①～⑤については、技術評価実施規程に基づき、プロジェクト評価を行う。また、研

究開発項目⑥については、事業評価実施規程に基づき、事業評価を行う。 
評価の時期については、研究開発項目①は、中間評価を平成２９年度、事後評価を

平成３４年度に実施する。研究開発項目②は、平成３０年度に中間評価、平成３３年

度に事後評価を実施する。研究開発項目③は、事後評価を平成２８年度に実施する。

研究開発項目④１）及び２）は事後評価を平成３０年度に実施し、３）及び４）は、

事後評価を平成３２年度に実施し、５）は中間評価を平成２９年度、事後評価を平成

３２年度に実施する。研究開発項目⑤は、中間評価を平成２９年度、事後評価を平成

３１年度に実施する。研究開発項目⑥は、事後評価を平成３４年度に実施する。な

お、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて前

倒しする等、適宜見直すものとする。 
 



 

 
 

６．その他の重要事項 
（１）委託事業成果の取扱い 

①成果の普及 
得られた事業成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努める。 
 

②標準化等との連携 
得られた事業成果については、標準化等との連携を図り、我が国の優れた次世代

火力発電等技術を普及させるために、必要に応じて、標準化への提案等を積極的に

行う。 
 

③知的財産権の帰属 
事業成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づ

き、原則として、全て委託先に帰属させることとする。 
なお、海外動向や国際展開を見据えた知財管理を行うとともに、海外における知

財の確保を積極的に推進する。 
 

（２）基本計画の変更 
ＰＭは、当該事業の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の研

究開発動向、政策動向、研究開発費の確保状況等、事業内外の情勢変化を総合的に

勘案し、必要に応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実

施体制等、基本計画を見直す等の対応を行う。 
 

（３）根拠法 
本事業は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第

一号ハ、第三号及び第六号イに基づき実施する。 
 

（４）その他 
最新の技術動向や政策上の必要性に鑑み、必要に応じた研究開発項目の追加や見

直しを行うことがある。 
 

７．基本計画の改訂履歴 
（１）平成２８年１月、基本計画制定。 
（２）平成２８年４月、３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項

目③、④ １）と２）、⑤のＰＭの変更。５．評価に関する事項、研究開発項目

④ ５）中間評価、事後評価の年度を１年後ろ倒し。 
  別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年

後ろ倒し。 
  研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ

倒し。 
（３）平成２８年９月、５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後

評価の年度を１年後ろ倒ししたが、当初計画通りに戻す。別紙 研究開発項目④ 
５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒ししたが、当初

計画通りに戻す。研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事

後評価を１年後ろ倒ししたが、当初計画通りに戻す。 



 
 

研究開発項目① 「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」 
 
１．研究開発の必要性 

石炭は、他の化石燃料と比べ、可採年数が約１１０年と長く、かつ世界各国に幅広く

分布する等、供給安定性が高く、経済性に優れることから、エネルギー自給率が極めて

低い我が国にとって重要な一次エネルギー源であり、発電の分野においても石炭火力発

電は発電電力量の約３割を占める重要な電源の一つである。 
一方で、石炭は他の化石燃料と比べ、燃焼時の単位発熱量当たりのＣＯ２排出量が多

く、地球環境面での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても

さらなるＣＯ２排出量の抑制が求められている。 
したがって、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減の観点から本事業を実施

する必要性がある。 
平成２６年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、石炭火力発電は、

「安定供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源」と評価されている一方、「温

室効果ガスの排出量が多いという課題がある」と指摘され、その課題を解決すべく、次

世代高効率石炭火力発電技術として、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）の開発・実用化

を進めるとともに、２０２０年頃の二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ）の実用化を目指した

研究開発を行うことが盛り込まれている。 
その後、エネルギー基本計画を踏まえ、平成２６年１２月にまとめられた「エネル

ギー関係技術開発ロードマップ」において、「高効率石炭火力発電」、「二酸化炭素回

収・貯留技術」が国際展開も見据えた形で整理されている。 
以上のとおり、石炭火力発電におけるＣＯ２排出量の課題を克服していくことが一層

重要となっており、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減を目指す本事業の必

要性は大きい。 
 
２．具体的研究内容 

本事業では、石炭火力発電から排出されるＣＯ２を大幅に削減させるべく、究極の高

効率石炭火力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）とＣＯ２分離・

回収を組合せた実証試験を行い、革新的低炭素石炭火力発電の実現を目指す。 
 
１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 
ＩＧＦＣの基幹技術である酸素吹ＩＧＣＣの実証試験設備により、性能（発電効率、

環境性能）、運用性（起動停止時間、負荷変化率等）、経済性及び信頼性に係る実証を

行う。 
 
２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 
酸素吹ＩＧＣＣ実証試験設備とＣＯ２分離・回収設備を組み合わせて、ＣＯ２分離・

回収型石炭火力システムとしての性能、運用性、信頼性及び経済性に係る実証を行う。 
 
３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 
ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムと燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガ

スの燃料電池への利用可能性を確認し、最適なＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣシステムの

実証を行う。 
 
 
３．達成目標 

別紙 



 

 
 

［中間目標（平成２９年度）］ 
１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 
（ａ）発電効率：４０．５％程度（送電端効率、高位発熱量基準）を達成する。 

商用機の１／２～１／３倍の規模で、１３００℃級ガスタービンを採用する実証試

験設備により送電端効率（高位発熱量基準）４０．５％を達成すれば、１５００℃級

ガスタービンを採用する商用機（石炭処理量２，０００～３，０００ｔ/ｄ）で送電

端効率約４６％を達成する見通しが得られる。 
 
（ｂ）環境性能：「ＳＯｘ＜８ｐｐｍ」、「ＮＯｘ＜５ｐｐｍ」、「ばいじん＜３ｍｇ

／Ｎｍ３」を達成する（Ｏ２＝１６％）。 
我が国における最新の微粉炭火力は世界的に見ても最高水準の環境諸元を達成して

おり、酸素吹ＩＧＣＣを導入する場合には同等の環境諸元を達成することが求められ

る。 
 
２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 
ＣＯ２分離・回収設備の詳細設計を完了する。 

 
［最終目標（平成３３年度）］ 
１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 
（ａ）プラント制御性運用性：事業用火力発電設備として必要な運転特性及び制御性を

確認する。 
我が国における微粉炭火力はベースからミドル電源として運用されており、酸素吹

ＩＧＣＣ商用機を導入する場合にも同等の制御性、運用性を確保する。 
 
（ｂ）設備信頼性：商用機において年間利用率７０％以上の見通しを得る。 

我が国における微粉炭火力は年間利用率７０％以上で運用されており、酸素吹ＩＧ

ＣＣ商用機を導入する場合にも同等の設備信頼性を確保する。 
 
（ｃ）多炭種適用性：灰融点の異なる数種類の炭種で適合性を確認する。  

酸素吹ＩＧＣＣ商用機には、微粉炭火力に適合し難い灰融点の低い亜瀝青炭から、

微粉炭火力に適合する比較的灰融点の高い瀝青炭までの適用炭種の広さが求められ

る。 
 
（ｄ）経済性：商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下となる見通しを得る。 

国内外において酸素吹ＩＧＣＣ商用機の普及を促進するためには、発電原価を微粉

炭火力と同等以下とすることが求められる。 
 
２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 
（ａ）基本性能（発電効率）：新設商用機において、ＣＯ２を９０％回収しつつ、発電

効率４０％（送電端効率、高位発熱量基準）程度の見通しを得る。 
ＣＯ２回収時のエネルギーロスによる発電効率の低下という課題に対し、ＣＯ２を

９０％回収（全量ガス処理）しながらも、現状の微粉炭火力と同等レベルの発電効率

４０％程度の見通しを得る。 
 



 

 
 

（ｂ）基本性能（回収効率・純度）：ＣＯ２分離・回収装置における「ＣＯ２回収効率

＞９０％」、「回収ＣＯ２純度＞９９％」を達成する。 
革新的低炭素型石炭火力の実現のためにＣＯ２分離・回収装置単体における回収効

率は９０％以上を目標とする。ＣＯ２地中貯留から求められる可能性があるＣＯ２純

度について、湿式物理吸収法を使って定常運転時、体積百分率９９％以上を目標とす

る。 
 
（ｃ）プラント運用性・信頼性：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステムの運用手法を確

立し、信頼性を検証する。 
商用機において、ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムを構築するには、プ

ラントの起動停止や、発電所特有の負荷変動等に対し、ＩＧＣＣ本体に追従したＣＯ

２分離・回収装置の運用手法を確立し、信頼性を検証する。 
 
（ｄ）経済性：商用機におけるＣＯ２分離・回収の費用原単位を評価する。 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣを普及させるに当たっては、費用原単位評価が

必要であり、ＣＯ２分離・回収装置建設時期や発電所敷地等の制約に応じた評価を実

施する。 
 
３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 
５００ＭＷ級の商業機に適用した場合に、ＣＯ２回収率９０％の条件で、４７％程度

の発電効率（送電端効率、高位発熱量基準）達成の見通しを得る。 
 
  



 

 
 

研究開発項目② 「高効率ガスタービン技術実証事業」 
 
１．研究開発の必要性 

平成２０年３月に閣議決定された「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ―エネルギー革新技術計

画」において、天然ガスタービンの高効率化が環境負荷低減の実現のための重要な技術

開発であると位置づけられている。また、平成２３年８月に制定された「第４期科学技

術基本計画」においては、安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現のため火力発電の

高効率化に資する技術開発は重点的な取組として位置づけられている。 

欧米は巨額の研究開発費を投じており、厳しい国際競争の中で我が国の優位性を維持

するため、また電力産業の保守高度化とリプレース需要にあった大容量機の高効率化を

目指し、コンバインド効率向上、ＣＯ２排出量削減を達成するため、１７００℃級に必

要な革新的技術開発に取り組み、早期に実用化する事が必要である。 

また、高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）は、ガスタービンサイクルを改良し

たシステムであり、比較的早期に実用化が期待できる高効率発電システムで、電力産業

の短中期的ニーズに対応する中小容量機（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％（高位

発熱量基準）→５１％（高位発熱量基準）以上）を目的とした日本オリジナルの技術で

あり、世界初となるＡＨＡＴの実用化は急務である。 

これらの政策を実現するために、発電規模に応じた発電熱効率の一層の向上が必要で

あり、ガスタービン高温部品の技術向上と発電サイクルの工夫が必要不可欠である。ま

た、環境負荷の少ない発電システムを開発することは、電力の安定的かつ低廉な供給を

確保する上で極めて重要な対策である。 

さらに、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）や石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦ

Ｃ）における更なる効率向上には、将来的に１７００℃級ガスタービンやＡＨＡＴシス

テムの導入が不可欠である。 

 
２．具体的研究内容 
１）１７００℃級ガスタービン 

１７００℃級ガスタービンにおける性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発を

実施する。例として、製造技術・検査技術の開発、超高温高負荷タービンの信頼性向

上、過酷環境下でのデータ取得のための特殊計測技術開発等を実施する。また、１７

００℃級での実証運転時における特殊計測の実施、試運転データの評価・分析を行

い、商用化の検討を実施する。 

 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ） 

ＡＨＡＴシステムについては、ユーザーニーズとしてミドル運用以上（年間５０回

以上の起動・停止）における長期信頼性が求められていることから、既存４０ＭＷ級

総合試験装置の改造による実証機製作、実証試験による長期信頼性評価を実施する。

また、実証機試験結果を用いて商用機化の検討を実施する。 

 
３．達成目標 
１）１７００℃級ガスタービン 

[中間目標（平成３０年度）] 
１７００℃級ガスタービンの性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発によ

り、商用機に適用できる見通しを得た上で、設計・製作の仕様を決定する。 
 [最終目標（平成３２年度）] 



 

 
 

１７００℃級ガスタービンの実証試験データの取得、および評価を実施し、送電

端効率５７％達成（高位発熱量基準）の見通しを得る。 
 

２）ＡＨＡＴ 
[最終目標（平成２９年度）] 
実証機を用いた試験により、長期信頼性の実証として以下を達成する。 
・ミドル運用（年間５０回以上の起動・停止）の２倍である年間１００回以上の

起動・停止での実証試験を実施し、等価運転時間 １０，０００時間以上を確

保する。 
（等価運転時間とは、起動・停止等の機械装置の寿命を考慮し、同等の連続運

転時間とみなせる運転時間） 
 

 
  



 

 
 

研究開発項目③ 「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度

の最高温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。しかしながら、近年の材料技術の進

歩により７００℃以上の蒸気温度を達成できる先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術

開発（Ａ－ＵＳＣ）の実現可能性が見えてきた。 
本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力のリプレース及び熱効率向上需要

に対応するため、高い発電効率を実現できるＡ－ＵＳＣの開発を行う。 

 
２．研究開発の具体的内容 
 （１）システム設計、設計技術 
   基本設計、配置最適化、経済性の試算 
 （２）ボイラ要素技術 
   ７００℃級候補材料について、耐久試験により、１０万時間の長期信頼性を確保す

る 
 （３）タービン要素技術 
   大型鋼塊の製造性を確認するとともに１０万時間の長期信頼性を確保する 
 （４）高温弁要素技術 
   実缶試験・回転試験に組み込み、信頼性を確認する 
 （５）実缶試験・回転試験 
   実缶試験、回転試験により、ボイラ要素及びタービン要素の信頼性の実証を行う。 
 
３．達成目標 

[最終目標（平成２８年度）] 
蒸気温度を７００℃へ高めるための要素技術開発を実施し、２０２０年以降におい

て商用プラントでの送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成の技術的見通しを得

る。  



 

 
 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
１） 次世代ガス化システム技術開発 

 
１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（平成２６年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要な

ベースロード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさら

に抑えるため、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等

の開発及び実用化を推進することとされている。中長期的には、さらなる高効率化に向

けて、現在開発中のＩＧＣＣを効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発を

実施する必要がある。 
２．具体的研究内容 

次世代高効率石炭ガス化発電システムについて、冷ガス効率及び送電端効率の向上並びに実用化に向

けた技術開発を実施する。 

酸素吹石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼させ、石炭

を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置等の所内動力の増

加により送電端効率が低下することが効率向上のための課題となっている。 

そこで、熱分解の一部を、ガスタービン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置き換

えることにより、冷ガス効率の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電端効率の向上を目

指す。 

これまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧＣＣガス化炉への高温の水蒸気の

注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー効率の高い酸素製造技術を組み込んだＩＧ

ＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向上、の可能性があることが分かった。そこで、これら

の可能性を検証及び評価するため、以下の項目を実施する。 

 

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証 
噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型

ガス化炉での検証を行う。 
（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。 
（３）ＩＧＣＣシステム検討 

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計

及び経済性検討を行う。 
冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。 

 
３．達成目標 

[最終目標（平成３０年度）] 
既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石

炭ガス化発電システムの見通しを得る。 



 

 
 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

 
１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は石炭をガス化させ、燃料電池、ガスター

ビン、蒸気タービンの３種の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、

究極の高効率発電技術として、実現が望まれている。 
クールアースエネルギー革新技術開発ロードマップにおいても２０２５年頃の高効率

石炭火力発電技術として５５％の送電端効率を目指すＩＧＦＣが位置づけられている。 
ＩＧＦＣにおいては、燃料である石炭ガス化ガスに多種類の微量成分が含まれてお

り、この微量成分の一部が燃料電池の劣化を招き、長期信頼性を損なう可能性があるこ

とが懸念されている。 
そのため、ＩＧＦＣの実現に向けては、石炭ガス化ガス中の微量成分の燃料電池への

影響を把握するとともに、燃料電池の被毒成分に対するガス精製技術を確立することが

必要である。 

 
２．具体的研究内容 

燃料電池用ガス精製技術と燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの模擬ガス試験に

より燃料電池の被毒耐性を確認する。また、特定された被毒成分に対して、成分を許容

レベルまで除去するガス精製技術を検討し、模擬ガスによる性能評価を行う。 
 
３．達成目標 

[最終目標（平成２９年度）] 
・模擬ガス試験により燃料電池の被毒耐性を評価する。 
・模擬ガス試験により燃料電池用ガス精製技術性能を評価し、ガス精製技術を確立す

る。 
  



 

 
 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

 
１．研究開発の必要性 

平成２７年７月に経済産業省における「次世代火力発電の早期実現に向けた協議会」

により策定された「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ガスタービン

燃料電池複合発電（ＧＴＦＣ）については、小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用

化、量産化を進め、ＳＯＦＣのコスト低減を図り、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ級）の

実証事業を経て、発電効率６３％程度、ＣＯ２排出原単位：２８０ｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ

程度を達成し、２０２５年頃に技術を確立することが示されている。また、量産後は従

来機並の発電単価を実現することとされている。 
さらには、同ロードマップにおいて、ＩＧＦＣの技術を確立するためには、ＧＴＦＣ

の開発成果を活用していくことが示されており、次世代火力発電技術の早期確立に向け

て、本事業の必要性は高い。 
 
２．具体的研究内容 

小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化及び量産化を進め、ＳＯＦＣのコスト低

減を図る。さらに、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発し、２０２０年度

から開始する中小型ＧＴＦＣの技術実証に活用する。 

 

３．達成目標 
[最終目標（平成３１年度）] 

  中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を確立する。 

・高圧ＳＯＦＣモジュールを開発する。 
・ガスタービンとの連係技術を確立する（燃料器、燃料／空気差圧制御系、排燃

料・排空気・空気抽気）。 
 
  



 

 
 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

 
１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は、石炭をガス化し、燃料電池、ガスター

ビン、蒸気タービンの３種類の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもの

で、究極の高効率石炭火力発電技術として、その実現が望まれている。 
「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ＩＧＦＣの開発方針として、

２０２５年度頃技術確立、発電効率５５％及び量産後従来機並の発電単価の実現を目指

すことが示された。 
ＩＧＦＣを構成する高温型燃料電池については、現在、天然ガスを燃料とした燃料電

池の開発が進んでいるが、石炭ガスを燃料とした場合の適用性についての検証及びシス

テムの検討を行う必要性がある。 
燃料を石炭ガスとした場合に、燃料電池の劣化を引き起こすガス中被毒成分濃度の確

認と被毒成分の除去技術についての研究は、すでに着手されている。 
ＩＧＦＣを構成する燃料電池モジュールについて、石炭ガスを燃料とした場合の運用

性や性能を把握する必要があることから、実燃料電池モジュールを用いた石炭ガス燃料

の適用性試験を行い、その結果を踏まえて、ＩＧＦＣの技術確立に必要な実証機に係る

システム検討を行う必要性がある。 
 
２．具体的研究内容 
（１）ＩＧＦＣシステムの検討 
  国内外における高温型燃料電池及びＩＧＦＣの技術開発動向をレビューすることによ

り、最新情報を入手し、ＩＧＦＣの実用化に向けた課題の整理を行う。商用機システム

として、ＣＯ２分離・回収を行わないＩＧＦＣとＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣについ

て、ケーススタディを行い、送電端効率とコストの試算を行う。ＩＧＦＣの実用化に向

けた課題、商用化システムの検討結果及び（２）の成果を踏まえて、ＩＧＦＣ実証シス

テムについて検討を行い、実証機の容量を決定のうえ、試設計を行う。 
 
（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 
  石炭ガス燃料の適用性試験に供する高温型燃料電池モジュールについては、天然ガス

燃料で既に実用化されている燃料電池モジュールとする。本試験に係る設計、製作、据

付け等を行い、まず、天然ガスを燃料とした試運転を行う。次いで、天然ガスをＨ２

リッチガスに改質した燃料を用い、燃料電池モジュールの運用性、性能等を把握すると

ともに、天然ガス燃料の場合との比較から課題を抽出する。さらに、石炭ガス化の実ガ

スを燃料として、燃料電池の被毒成分をガス精製によりクリーンナップしたうえで燃料

電池モジュールに供給し、その運用性、性能等を把握するとともに、石炭ガス適用時の

課題を抽出する。さらに、これまで実績のない石炭ガスによる運転を行うことから、燃

料電池セル及びモジュール内部構造への影響を把握するため、装置の解体調査を行い、

石炭ガス適用時の課題を抽出する。 
 
３．達成目標 

[最終目標（平成３１年度）] 
（１）ＩＧＦＣシステムの検討 
ＩＧＦＣ実証機の容量を決定し、実証機の試設計を完了する。 



 

 
 

 
（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 
石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの運用性と性能を把握し、課題を抽

出する。 



 

 
 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

 
１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（平成２６年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要な

ベースロード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさら

に抑えるため、環境負荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電の導入を進めることとさ

れている。 
現在、石炭の燃焼排ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２の分

離・回収技術の開発が進められているが、ＣＯ２分離・回収工程において多くのエネル

ギー損失が発生することが課題となっている。これを解決するため、エネルギー損失の

ない高効率でありながら、ＣＯ２の分離・回収が可能な化学燃焼石炭利用技術につい

て、実用化に向けた開発を実施する。 
 

２．具体的研究内容 
従来、石炭の燃焼時の排気ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２分離・回収に当

たっては、この過程における多くのエネルギー損失が課題となっているが、ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利

用技術においては、酸素キャリアとなる金属を媒体とする石炭の燃焼反応と金属の酸化反応を二つの反

応器で別個に発生させることにより、ＣＯ２の分離・回収装置及び空気分離装置が不要となり、エネル

ギー損失のないＣＯ２の分離・回収が可能である。 

さらに、ＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電は、流動床燃焼技術を用いることから多様な燃料（低品位

炭、バイオマス等）が活用でき、ＩＧＣＣやＡ－ＵＳＣが大規模プラントであるのに対して、中小規模

プラント（１０～５０万ｋＷ）におけるＣＯ２の分離・回収に適しているといった特長がある。 

しかしながら、実用化に向けては、酸素キャリアのコスト抑制及び反応塔の小型化に向けた酸素キャ

リアの反応性の向上という課題がある。 

そこで、有望な酸素キャリアの評価と選定並びにプラント構築を目的として、以下の項目を実施す

る。 

（１）酸素キャリアの評価と選定 
酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等について要素試験にて評価を行い、コ

ストを踏まえて選定する。 
（２）プラント試設計及び経済性検討 

酸素キャリアの反応性からプロセス解析を行うとともに酸素キャリアの流動や循環

を検討し、プラント試設計を行う。この結果をもとに経済性検討を行う。 
（３）ベンチ試験装置によるプロセス検証 

酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等並びに流動や循環を含むプラントの成

立性を検証するため、ベンチ試験装置を製作し、試験・評価を行う。 
 

３．達成目標 
[中間目標（平成２９年度）] 
分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるキャリアを選定する。 

[最終目標（平成３２年度）] 
分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるＣＯ２分離型化学燃焼石炭火

力発電システムを提示する。 

研究開発項目⑤ 「ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 



 

 
 

石炭は他の化石燃料と比べ利用時の二酸化炭素排出量が大きく、地球環境問題での制

約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更なる二酸化炭素排出

量の抑制が求められている。 今後ＣＯ２排出量抑制のためには、石炭火力発電の高効率

化に加え、ＣＣＳによる低炭素化を図っていく必要がある。 

しかしながら、ＣＣＳは多大な付加的なエネルギーが必要であり、効率の低下や発電

コストの上昇を招く。そのためエネルギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有

効利用と発電コストの抑制のため、このエネルギーロスを可能な限り低減する必要があ

る。 

 
２．具体的研究内容 

本システムは、排ガスＣＯ２を一部系統内にリサイクルすることにより、ＣＯ２回収

型石炭ガス化発電システムの効率を大幅に向上することのできる、世界でも例のない次

世代ＩＧＣＣシステムである。本システムは高効率に加え、ＣＯ２の１００％回収が可

能であるため、ＣＯ２を排出しないゼロエミッション石炭火力の実現が期待できる。 

本システムの実現に向けては、平成２０年度から平成２６年度まで実施した「ＣＯ２

回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」において、石炭投入量３ｔ／ｄの小型ガス化炉を活用

し、送電端効率４２％（高位発熱量基準）以上を達成可能とする基盤技術を開発してき

た。 

本事業では、この基盤技術開発の成果を活用し、実機により近い大型のサイズのガス

化炉において検証を行い、システム実現に向け、基盤技術をより確実な技術として発展

させるとともに、他のＣＯ２分離・回収技術と比較した本システムの経済的優位性を確

認することを狙いとする。 

具体的には、石炭投入量５０ｔ／ｄ規模のガス化炉を用いた、Ｏ２／ＣＯ２ガス化技

術の実証や乾式ガス精製システムの実証といった高効率発電を可能とする各要素技術を

開発する。また、セミクローズドＧＴについては、燃焼試験とＣＦＤ解析を通し、実ス

ケールの燃焼器の特性評価を行う。 

 
３．達成目標 

[中間目標（平成２９年度）] 
送電端効率４２％（高位発熱量基準）を見通すための要素技術確立の目途を得る。 

[最終目標（平成３１年度）] 
送電端効率４２％（高位発熱量基準）を見通すための要素技術を確立する。 
 

  



 

 
 

研究開発項目⑥ 「次世代火力発電技術推進事業」 
 
１．研究開発の必要性 

長期エネルギー需給見通しにおける基本方針は、３Ｅ+Ｓ（安全性、安定供給、経済

効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現することであ

る。２０３０年以降、中長期的に火力発電から排出されるＣＯ２を一層削減するには、

次世代技術の普及による更なる高効率化、そして、ＣＯ２の回収、貯留・利用の推進が

重要である。また、日本の優れた火力発電技術を海外に展開していくことにより、地球

規模での温暖化問題の解決を推進していく必要がある。 
 

２．具体的研究内容 
最新の技術動向や社会情勢、社会ニーズに合わせ、国内外の石炭利用技術分野におけ

る最新技術の普及可能性及び技術開発動向等の調査や新規技術開発シーズ発掘のため

の、ＣＣＴ関連やＣＣＳ関連の調査を実施する。また、ＩＥＡ／ＣＣＣ（Ｃｌｅａｎ 
Ｃｏａｌ Ｃｅｎｔｒｅ）、ＩＥＡ／ＦＢＣ（Ｆｕｌｄｉｚｅｄ Ｂｅｄ Ｃｏｍｂｕ

ｓｔｉｏｎ）、ＧＣＣＳＩ（Ｇｌｏｂａｌ ＣＣＳ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ）等に参画

し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うとともに、国内関係者への情報提供を行

う。また、今後の国際市場における日本の石炭火力発電所受注に向けて、高い競争力を

発揮できる戦略及びビジネスモデルを構築する。さらに、低コスト高効率石炭火力発電

システム実現に向けた検討を進める。 
 

３．達成目標 
[最終目標（平成３３年度）] 

石炭利用技術分野において、ＣＯ２排出量低減、環境負荷低減及び国際競争力の強

化を図るために必要となる基礎的情報や、最新情報の収集・解析及び将来における次

世代火力の技術開発や導入可能性について、関連技術の適応性、課題等の調査を行

う。また、海外との協力を通して、我が国の優れたＣＣＴの導入に向けた取組を行

う。 
  



 

 
 

研究開発スケジュール 
 

 
 

 

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34

１）次世代ガス化システム
技術開発

２）燃料電池向け石炭ガス
クリーンナップ技術要素研
究

３）ガスタービン燃料電池
複合発電技術開発

４）燃料電池石炭ガス適用
性研究

５）ＣＯ２分離型化学燃焼
石炭利用技術開発

研究開発項目⑥
次世代火力発電技術推進事業

年度（平成）

研究開発項目①
石炭ガス化燃料電池複合発電
実証事業

研究開発項目②
高効率ガスタービン技術実証事
業

研究開発項目③
先進超々臨界圧実用化要素火
力発電技術開発

研究開発項目④
次世代火力発電基盤技術開発

研究開発項目⑤
ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技
術開発

酸素吹きＩＧＣＣ実証

ＣＯ２分離・回収型酸素吹きＩＧＣＣ実証

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

※1

※1
１７００℃級ガスタービン実証

ＡＨＡＴ実証
※1

※1 Ａ－ＵＳＣ

実証

※2 基盤技術開発

調査等

※2
クローズドＩＧＣＣ技術開発

※2
基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

※2
基盤技術開発

◇中間評価、 事後評価 

※１ 経済産業省にて実施 
※２ ＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクトにて実施 



 

 
 

 

特 許 
番

号 
出願者 出願番号 国内

外国

PCT 

出願日 状

態 
名称 発明者 

1 MHI 特 願

2008-
195580 

国内 2008/7
/30 

登

録 
Ｎｉ基合金用溶接材料 川崎 

憲治 

2 MHPS 特 願

2010-
502367 

国内 2008/8
/11 

登

録 
低圧タービン用ロータ 西本 

慎 

3 MHPS 特 願

2010-
502383 

国内 /
外国 

2008/8
/11 

登

録 
蒸気タービン設備 西本 

慎 

4 MHPS 特 願

2010-
502362 

国内 /
外国 

2008/8
/11 

登

録 
蒸気タービン設備 西本 

慎 

5 MHPS 特 願

2008-
230399 

国内 2008/9
/9 

登

録 
タービン用の溶接型ロータお

よびその製造方法 
今野 

晋也 

6 MHPS 特 願

2008-
252124 

国内 2008/9
/30 

公

開 
蒸気タービン，タービンロー

タ及びその製造方法 
鴨志田 

宏紀 

7 MHPS 特 願

2008-
252127 

国内 2008/9
/30 

公

開 
Ｎｉ基合金及び、Ｎｉ基合金

を用いた上記タービン用高温

部材 

佐藤  

順 

8 MHPS 特 願

2008-
286033 

国内 2008/1
1/7 

公

開 
タービンロータ 齊藤 

英治 

9 MHPS 特 願

2011-
547410 

国内 2009/2
/25 

登

録 
単流型タービンにおける冷却

方法及び装置 
西本 

慎 

10 東芝 P2009-
066517 

国内 2009/3
/18 

登

録 
蒸気タービンのタービンロー

タ用 Ni 基合金およびそれを

用いた蒸気タービンのタービ

ンロータ 

宮下重

和、他 

11 MHPS 特 願

2009-
83988 

国内 2009/3
/31 

登

録 
溶接材料および溶接ロータ 佐藤  

順 

12 MHPS 特 願

2009-
83990 

国内 2009/3
/31 

登

録 
Ｎｉ基合金およびその製造方

法 
今野 

晋也 

13 MHPS 特 願

2009-
184309 

国内 2009/8
/7 

公

開 
蒸気タービン 齊藤 

英治 

添付２  



 

 
 

14 MHPS 特 願

2009-
204246 

国内 2009/9
/4 

登

録 
Ｎｉ基鋳造合金およびタービ

ン車室 
佐藤  

順 

15 MHPS 特 願

2012-
98422 

国内 2009/9
/4 

登

録 
タービンロータ 佐藤 

順 

16 MHPS 特 願

2009-
221814 

国内 2009/9
/28 

公

開 
蒸気タービンロータ、それを

用いた蒸気タービン 
今野 

晋也 

17 富士電

機 
特 許 第

5830445
号 

国内 2009/1
0/5 

登

録 
蒸気弁 日本ピ

ラー 
富士電

機 
18 MHPS 特 願

2011-
501456 

国内 2009/1
2/21 

登

録 
蒸気タービン発電設備の冷却

方法及び装置 
西本 

慎 

19 MHPS 特 願

2010-
23693 

国内 2010/2
/5 

登

録 
Ｎｉ基鍛造合金と、それを用

いた蒸気タービンプラント用

部品 

今野 

晋也 

20 東芝 P2010-
95940 

国内 2010/4
/19 

登

録 
鍛造又は圧延用Ｎｉ基合金お

よびそれを材料とする蒸気

タービン用部品 

山田政

之、他 

21 MHPS 特 願

2010-
188982 

国内 2010/8
/26 

登

録 
蒸気タービン用鍛造合金、そ

れを用いた蒸気タービンロー

タ 

鴨志田 

宏紀 

22 MHPS 特 願

2010-
205741 

国内 2010/9
/14 

公

開 
高強度Ｎｉ基鍛造超合金及び

その製造方法 
鴨志田 

宏紀 

23 MHPS 特願

2010-
279999 

国内 2010/1
2/16 

登

録 
溶接構造物 西岡 

映二 

24 MHPS 特願

2014-
219739 

国内 2011/3
/30 

登

録 
蒸気タービンのロータ 西本 

慎 

25 MHPS 特願

2011-
115134 

国内 2011/5
/23 

登

録 
タービンロータ等の大型溶接

構造物の異材溶接部及びその

製造方法 

西岡 

映二 

26 MHPS 特願

2011-
214285 

国内 2011/9
/29 

登

録 
タービンロータ及びその製造

方法並びに蒸気タービン 
西岡 

映二 

27 ＭＨＩ 特願

2012-
025453 

国内 2012/2
/8 

公

開 
超合金部材の曲げ加工方法 齋藤 

伸彦 

28 MHPS 特願

2012-
国内 2012/3

/30 
登

録 
Ｎｉ基合金溶接材料並びにこ

れを用いた溶接ワイヤ、溶接

今野 

晋也 



 

 
 

79102 棒及び溶接用粉末 

29 MHPS 特願

2012-
89056 

国内 2012/4
/10 

公

開 
高温配管物およびその製造方

法 
今野 

晋也 

30 MHPS 特願

2012-
139585  

国内 2012/6
/21 

登

録 
Ｎｉ基合金の使用温度推定方

法及び寿命評価方法 
清水  
大 

31 MHPS 特願

2012-
140472 

国内 2012/6
/22 

公

開 
タービンロータ及びその製造

方法及び当該タービンロータ

を用いた蒸気タービン 

西岡 

映二 

32 MHPS 特願

2012-
148725 

国内 /
外国 

2012/7
/2 

公

開 
蒸気タービン設備 西本 

慎 

33 東芝 P2012-
160390 

国内 2012/7
/19 

登

録 
Ｎｉ基溶接材および異材溶接

タービンロータ  
生沼 
駿、他 

34 東芝 P2012-
212725 

国内 2012/9
/26 

登

録 
Ｎｉ基合金、その製造方法お

よびタービン用部品 
宮下重

和、他 
35 MHPS 特願

2012-
220365 

国内 2012/1
0/2 

公

開 
ニッケル基合金からなる大型

鋳造部材およびその製造方法 
鴨志田 

宏紀 

36 MHPS 特願

2012-
245469 

国内 2012/1
1/7 

公

開 
Ｎｉ基鋳造合金及びそれを用

いた蒸気タービン鋳造部材 
鴨志田 

宏紀 

37 MHPS 特願

2012-
279053 

国内 2012/1
2/21 

公

開 
鍛造部材並びにこれを用いた

蒸気タービンロータ、蒸気

タービン動翼、ボイラ配管、

ボイラチューブ及び蒸気ター

ビンボルト 

今野 

晋也 

38 MHI 特願

2013-
044344 

国内 2013/3
/6 

公

開 
蒸気タービン用ロータ、その

製造方法、及び蒸気タービン 
山本 

隆一 

39 MHI 特願

2013-
055193 

国内 2013/3
/18 

公

開 
蒸気タービン用部材の製造方

法 
平川 

裕一 

40 MHPS 特願

2013-
108164  

国内 2013/5
/22 

公

開 
伝熱管の使用温度推定方法お

よび伝熱管の保守方法 
東海林  
剛 

41 MHPS 特願

2013-
122286 

国内 2013/6
/11 

公

開 
タービンロータ及びこれを用

いた蒸気タービン並びに当該

タービンロータの製造方法 

西岡映

二 

42 MHPS 特願

2013-
238842  

国内 /
外国 

2013/1
1/19 

公

開 
厚肉大径管の溶接継手構造と

その溶接施工方法 
東海林  
剛 



 

 
 

43 MHPS 特願

2014-
145890  

国内 2014/7
/16 

公

開 
Ｎｉ基系合金の管の製造方

法、Ｎｉ基系合金の高周波加

熱曲げ管、Ｎｉ基系合金の接

合管およびボイラ  

東海林 

剛 

44 MHPS 特願

2014-
170226  

国内 2014/8
/25 

公

開 
部材の使用温度の推定方法お

よび部材の使用温度の推定装

置  

東海林  
剛 

45 MHPS 特願

2014-
239924 

国内 2014/1
1/27 

公

開 
再熱割れ感受性評価方法及び

再熱割れ抑制方法 
橋本 

憩太 

 
論 文 
番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、 

ページ番号 
査

読 
発表年月 

1 東海林、他 バブ

コッ

ク日

立 

Investigation on 
Long-term Creep 
Rupture Properties 
and Microstructure 
Stability of Fe-Ni 
based Alloy Ni-
23Cr-7W at 700℃ 

Materials 
Science and 
Engineering: A 

有 2012 年

12 月 

2 田淵正明、他 NIMS Creep Strength of 
Dissimilar Welded 
Joints Using High 
B-9Cr Steel for 
Advanced USC 
Boiler 

Metallurgical 
and Materials 
Transactions A 

有 2014 年

10 月 

3 Y. Liu、他 NIMS Precipitation 
Behavior in the 
Heat-Affected Zone 
of Boron-Added 
9Cr-3W-3Co Steel 
During Post-Weld 
Heat Treatment 
and Creep 
Deformation 

Metallurgical 
and Materials 
Transactions A 

有 2015 年 5
月 

4 野村恭兵、他 IHI、
他 

23Cr-45Ni-7W 合
金溶接継手のクリー

プ破断強度 

日本金属学会誌

第 79 巻第 7 号
(2015)348-355 

有 2015 年 7
月 

5 Fujio Abe、他 NIMS Influence of data 
scattering on 
estimation of 
100,000 h-creep 
rupture strength of 
Alloy 617 at 700 oC 
by Larson-Miller 

Journal of 
Pressure Vessel 
Technology 

有 2017 年 2
月 



 

 
 

method 

6 Keiji 
Kubushiro、他 

IHI Effect of Pre-strain 
on the Creep 
Strength of Ni-
Based Alloys for A-
USC Boilers 

Transactions of 
the Indian 
Institute of 
Metals 

有 2016 年 6
月 

 
学会発表、講演 
番

号 
発表

者 
所属 タイトル 会議名 発表 

年月 
1 福田

雅文 
NIMS A-USC Technology 

Development in Japan 
Cleaner Coal 
Workshop 2009 

2008 年 8 月 

2 福田

雅文 
NIMS A-USC 技術開発、地球温

暖化への挑戦 
日本鉄鋼協会秋

季講演大会 
2008 年 9 月 

3 包剛 バブコッ

ク日立 
700℃級ボイラ用厚肉材

の狭開先 TIG 溶接法に関

する冶金的検討 

鉄鋼協会 
   第 156 回秋

季講演大会 

2008 年 9 月 

4 包剛 バブコッ

ク日立 
Narrow Gap HST 
Welding Process and Its 
Application to Candidate 
 Pipe Material for 700C 
USC Boiler Component 

34rd MPA 
Seminar 
(Stuttgart 
University) 

2008 年 10 月 

5 Kiyos
hi 
Arai 

IHI Ultra-Supercritical Coal 
Power Generation 

7th 
COALTECH 
2008 

2008 年 11 月 

6 高橋

武雄 
東芝 700℃級超々臨界圧（Ａ

－ＵＳＣ）発電技術につ

いて 

第二回電力エネ

ルギー技術シン

ポジウム 

2008 年 11 月 

7 福田

雅文 
NIMS A-USC 開発概要と蒸気

タービン用材料の開発 -
A-USC 開発概要 

日本材料学会 
高温強度部門委

員会 

2009 年 2 月 

8 佐藤

恭 
バブコッ

ク日立 
A-USC ボイラの実現を支

える材料と加工技術  
鉄鋼材料の革新

的高強度・高機

能化 基盤研究

開発 第１回シ

ンポジウム 

2009 年 4 月 

9 福田

雅文 
NIMS Advanced USC 

Technology 
Development in Japan 

3rd Symposium 
on Heat 
Resistant 
Steels and 
Alloys for High 
Efficiency USC 
Power Plants 

2009 年 6 月 



 

 
 

2009 

10 --- IHI IHI’s activities for CO2 
reduction in Boilers 

10th 
International 
Conference on 
Energy for 
Clean 
Environment 

2009 年 7 月 

11 風尾

幸彦 
東芝 A-USC 技術の開発及び

CCS 技術への取組み 
Clean Coal 
Technology 
ワークショップ

2009 

2009 年 8 月 

12 宮下

重

和、

他 

東芝 Ni-23Cr-13Co-9Mo-
1.6Al-0.1Ta-0.3Nb 合金

の機械的性質に及ぼす熱

処理条件の影響 

日本鉄鋼協会秋

季講演大会 
2009 年 9 月 

13 鴨志

田宏

紀、

他 

日立製作

所 
低熱膨張 Ni 基合金(Ni-
20Cr-１０Mo-1.2Al-
1.6Ti)のクリープ特性に

及ぼす結晶粒度の影響 

日本鉄鋼協会 

第 158 回秋季講

演大会 

2009 年 9 月 

14 福田

雅文 
NIMS ADVANCED USC 

TECHNOLOGY 
DEVELOPMENT IN 
JAPAN 

International 
Symposium on 
Low Carbon 
Technology 

2009 年 9 月 

15 駒井

伸

好、

他 

三菱重工

業 
A-USC ボイラ伝熱管用材

料の石炭灰高温腐食特性

評価 

日本金属学会 

2009 年度秋期

(第 145 回)大会 

2009 年 9 月 

16 須賀

威夫 
東芝 700℃級超々臨界圧（A-

USC）プラントの開発動

向について 

火原協中部支部

講演会 
2009 年 10 月 

17 佐藤

恭 
バブコッ

ク日立 
水蒸気酸化試験，溶接お

よび特性確認試験 
火力原子力発電

技術協会 
2009 年 11 月 

18 Masa
fumi 
Fuku
da、
他 

NIMS、
他 

The Status of Advanced 
USC Technology 
Development in Japan 

International 
Conference on 
Power 
Engineering 
(ICOPE-09) 

2009 年 11 月 

19 鴨志

田宏

紀、

他 

日立製作

所 
低熱膨張 Ni 基合金

(USC141)のクリープ特性

に及ぼす結晶粒度・粒界

組織の影響 

日本学術振興会

耐熱金属材料第

123 委員会超合

金 11 月期討論

会 

2009 年 11 月 

20 福田

雅文 
NIMS 次世代超々臨界圧発電技

術（A-USC）の開発状況 
日本機械学会講

習会 №09-135 
2009 年 12 月 



 

 
 

21 須賀

威夫 
東芝 A-USC の開発状況 第 6 回 CEE シ

ンポジウム 
2010 年 1 月 

22 今野

晋

也、

他 

日立製作

所 
A-USC 蒸気タービン用材

料の開発 
平成 21 年度火

力原子力発電大

会 

2010 年 2 月 

23 荒井

清志 
IHI A-USC の状況および豪州

酸素燃焼プロジェクトの

紹介 

国際革新的ゼロ

エミッション石

炭火力 CCS 
METI 欧州調査 

2010 年 2 月 

24 須賀

威夫 
東芝 低炭素化社会に向けた高

効率蒸気タービンの開発

動向について 

火原協関西支部

講演会 
2010 年 3 月 

25 包剛 バブコッ

ク日立 
Current Status of Boiler 
Material Test in BHK 

第 4 回 VGB-
TENPES 技術

交流会(A-USC
技術発表会) 

2010 年 3 月 

26 Nobu
yoshi 
Kom
ai 

三菱重工

業 
Fabrication Trial of 
Candidate Materials for 
A-USC Power Plants 

8th Int. NIMS-
MPA-IfW-
Workshop on 
Advanvcces in 
High 
Temperature 
Material for 
High Efficiency 
Power Plants 

2010 年 3 月 

27 Masa
fumi 
Fuku
da 

NIMS The USC Technology in 
Japan, Today and 
Tomorrow 

The 35th 
International 
Technical 
Conference on 
Clean Coal & 
Fuel Systems 

2010 年 6 月 

28 包剛 バブコッ

ク日立 
700℃級ボイラ用厚肉材

の狭開先 TIG 溶接法に関

する冶金的検討 

日本溶接協会 
特殊材料溶接研

究委員会 

2010 年 6 月 

29 Yasu
hiro 
Tana
ka 

三菱重工

業 
Coal ash corrosion 
properties of Ni-base 
alloy for Advanced-USC 
boiler 

Sixth 
International 
Conference on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Power 
Plants 

2010 年 8 月 

30 Masa
fumi 
Fuku

NIMS、
他 

Advanced USC 
Technology 
Development in Japan 

Sixth 
International 
Conference on 

2010 年 8 月 



 

 
 

da、
他 

Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Power 
Plants 

31 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
LONG-TERM CREEP 
RUPTURE STRENGTH 
OF WELDMENT OF 
CANDIDATE NI AND 
FE-NI BASED 
MATERIALS FOR 
TUBE AND PIPE OF A-
USC BOILERS 

EPRI 6th Int. 
conf. on 
advances in 
materials 
technology for 
fossile power 
plants 

2010 年 9 月 

32 鴨志

田宏

紀、

他 

日立製作

所 
Development of Low 
Thermal Expansion Ni-
base 
Superalloy(USC141) for 
700℃ Class Steam 
Turbine 

EPRI 6th Int. 
conf. on 
advances in 
materials 
technology for 
fossile power 
plants 

2010 年 9 月 

33 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
Long-Term Creep 
Rupture Strength of 
Weldment of Fe-Ni 
based Alloy as 
Candidate Tube and 
Pipe for Advanced USC 
boilers 

9th Liege 
Conference on 
Materials for 
Advanced 
Power 
Engineering 

2010 年 9 月 

34 風尾

幸彦 
東芝 エネルギーの安定供給と

地球温暖化防止の両立を

実現する東芝の火力発電

の高効率化と CO2 分離回

収技術開発への取組み 

日本計画研究所

からの依頼講演 
2010 年 9 月 

35 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
水蒸気酸化試験，溶接お

よび特性確認試験 
先進超々臨界圧

火力発電技術開

発講演会 

2010 年 10 月 

36 田中

康之 
三菱重工

業 
高温腐食試験、溶接およ

び特性確認試験 
先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2010 年 10 月 

37 山本

隆一 
三菱重工

業 
ロータ材(LTES700R)，
ケーシング材(Alloy617)
等の材料開発・評価につ

いて 

先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2010 年 10 月 

38 清水

大 
バブコッ

ク日立 
700℃級 A-USC ボイラ用

Ni 基系合金の高温水蒸気

酸化特性 

第 57 回材料と

環境討論会 
2010 年 10 月 



 

 
 

39 福田

祐治 
バブコッ

ク日立 
Development of 
Advanced Ultra 
Supercritical Plants in 
Japan 

ISHOC-10(Int. 
Sympo. on High 
Temperature 
Oxidation and 
Corrosion 2010) 

2010 年 11 月 

40 福田

祐治 
バブコッ

ク日立 
Development of 
Advanced Ultra 
Supercritical Plants in 
Japan 

学振耐熱 123 委

「耐熱金属材料

の高温腐食と防

食 国際シンポ

ジウム」 

2010 年 11 月 

41 矢矧

浩二 
IHI Satisfaction of Low 

Carbon Society 
日本機械学会 
第 11 回秋季技

術交流フォーラ

ム 

2010 年 11 月 

42 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
A-USC ボイラ材料の強

度・耐食性と溶接技術 
火力原子力発電

技術協会 中部

支部講演会 

2010 年 12 月 

43 生沼

駿 
東芝 Ni-19Cr-12Co-6Mo-2Al-

3Ti-1W-0.05C-0.005B 合

金の組織に及ぼす熱処理

の影響 

日本鉄鋼協会春

季講演大会 
2011 年 3 月 

44 仙波

潤之 
住友金属

工業 
A-USC ボイラ用非γ'強
化型 Fe-30Cr-50Ni-W 合

金の開発 

日本鉄鋼協会春

季講演大会 
2011 年 3 月 

45 清水

大 
バブコッ

ク日立 
700℃級ボイラ用 Ni 基系

合金候補材の高温水蒸気

酸化特性 

2011 年材料と

環境研究発表会 
2011 年 3 月 

46 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
Narrow gap HST 
welding process and its 
application to candidate 
Fe-Ni based alloy for 
700℃ A-USC boiler 
components 

The 4th 
Symposium on 
Heat Resistant 
Steels and 
Alloys Used for 
High Efficiency 
USC Power 
Plants 2011 

2011 年 4 月 

47 福田

雅文 
NIMS A-USC technology 

development project in 
Japa 

The 4th 
Symposium on 
Heat Resistant 
Steels and 
Alloys Used for 
High Efficiency 
USC Power 
Plants 2011 

2011 年 4 月 

48 沖田

信雄 
東芝 Development and 

Strategy for A-USC 
Steam Turbine Cycle 

ASME Turbo 
Expo 2011 

2011 年 6 月 



 

 
 

49 久保

貴博 
東芝 700℃級蒸気タービン用

材料の開発と機械的特性 
日本機械学会 

動力エネルギー

シンポジウム 

2011 年 6 月 

50 根本

邦義 
東芝 Ni-0.04C-26Cr-21Co-

1Al-1.9Ti-1.8Nb 合金の

機械特性に及ぼす Nb、
Ti の影響 

日本鉄鋼協会 

第 162 回秋季講

演大会 

2011 年 9 月 

51 宮下

重和 
東芝 Ni-0.05C-18Cr-13Co-

9Mo-0.1Ta-0.3Nb-Al-Ti
合金の機械的性質および

溶接性に及ぼす Al、Ti 添
加量の影響 

日本鉄鋼協会 

第 162 回秋季講

演大会 

2011 年 9 月 

52 生沼

駿 
東芝 γ’析出強化型 Ni 基超

合金におけるσ相の析出

とクリープ強度への影響 

日本鉄鋼協会 

第 162 回秋季講

演大会 

2011 年 9 月 

53 齋藤

伸彦 
三菱重工

業 
高温腐食試験、溶接およ

び特性確認試験 
先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2011 年 10 月 

54 北村

雅樹 
バブコッ

ク日立 
水蒸気酸化試験，溶接お

よび特性評価試験 
先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2011 年 10 月 

55 山本

隆一 
三菱重工

業 
ロータ材(LTES700R)，
ケーシング材(Alloy617)
等の材料開発・評価につ

いて 

先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2011 年 10 月 

56 福田

雅文 
NIMS 先進超々臨界圧火力発電

の研究動向 
日本機械学会関

西支部第 12 回

秋季技術交流

フォーラム 

2011 年 10 月 

57 今野

晋

也、

他 

日立製作

所 
Material Design and 
Trial Manufacturing of 
Ni-base Superalloy for 
A-USC Steam Turbine 
Large Components 

IGTC 2011 年 11 月 

58 宮下

重和 
東芝 A-USC ロータ用 Ni 基超

合金 TOS1X-Ⅱの開発 
日本学術振興会 

耐熱金属材料第

123 委員会回秋

季講演大会 

2011 年 11 月 

59 Andr
eas 
Diwo
、他 

Saarsch
miede、
他 

LARGEST STEAM 
TURBINE ROTOR 
EVER 
MANUFACTURED 
FROM A NICKEL 
BASE ALLOY 

International 
Forgemasters 
Meeting in 
autumn 2011 

2011 年 12 月 



 

 
 

60 福田

雅文 
NIMS A-USC プロジェクトの概

要と今後の展開 
NEDO 鉄鋼材料

の革新的高強

度･高機能化基

盤研究開発プロ

ジェクト第２回 

シンポジウム 

2012 年 1 月 

61 佐藤

恭 
バブコッ

ク日立 
A-USC ボイラ用材料と製

作技術の開発 
NEDO 鉄鋼材料

の革新的高強

度･高機能化基

盤研究開発プロ

ジェクト第２回 

シンポジウム 

2012 年 1 月 

62 清水

大 
バブコッ

ク日立 
Steam oxidation 
properties of candidate 
materials for 700?C A-
USC boilers 

2nd EPRI-NPL 
Workshop on 
Scale 
Exfoliation 
From Steam-
Touched 
Surfaces 

2012 年 1 月 

63 佐藤

恭 
バブコッ

ク日立 
A-USC ボイラ候補材料と

ボイラ製作技術の開発 
九州経済産業局 

第８回 九州低

炭素システム研

究会 

2012 年 1 月 

64 齊藤

英治 
日立製作

所 
石炭火力発電の高効率技

術開発 
石炭・炭素資源

利用技術第 148
委員会 第 132
回研究会 

2012 年 2 月 

65 宮下

重和 
東芝 タービンロータ用 Ni 基

超合金の機械的性質に及

ぼす熱処理条件の影響 

日本鉄鋼協会 

第 163 回春期講

演大会 

2012 年 3 月 

66 生沼

駿 
東芝 Ni 基超合金の機械的性質

に及ぼすσ金属間化合物

の影響 

日本鉄鋼協会 

第 163 回春期講

演大会 

2012 年 3 月 

67 久布

白圭

司、

他 

IHI グリーンイノベーション

に向けた次世代 A-USC
ボイラの開発への取り組

み 

化学工学会第 77
年会 

2012 年 3 月 

68 宮下

重和 
東芝 Development of a Ni-

based Superalloy for the 
Rotor Material of A-USC 
Turbine Power 
Generation System 

12th 
International 
Conference on 
Creep and 
Fracture of 
Engineering 
Materials and 
Structures 

2012 年 5 月 



 

 
 

69 今道

哲

朗、

他 

三菱重工

業 
700℃級ボイラ伝熱管向

け Ni 基合金の高温腐食

特性評価 

日本金属学会九

州支部 合同学

術講演会 

2012 年 6 月 

70 根本

邦

義、

他 

東芝 Ni-0.04C-26Cr-21Co-
1Al-1.9Ti-1.8Nb 鋳造合

金のクリープ強度に及ぼ

す偏析の影響 

日本鉄鋼協会第

１６４回秋季講

演大会 

2012 年 9 月 

71 宮下

重

和、

他 

東芝 A-USC 用 Ni 基超合金大

型鍛造素材の機械的性質 
日本鉄鋼協会第

１６４回秋季講

演大会 

2012 年 9 月 

72 生沼

駿、

他 

東芝 Fe/Ni 異材溶接界面の組

織変化に及ぼす熱時効の

影響 

日本鉄鋼協会第

１６４回秋季講

演大会 

2012 年 9 月 

73 福田

雅文 
NIMS Advanced USC 

Technology 
Development in Japan 

IEA Clean Coal 
Center 
Workshop 
‘Advanced 
ultrasupercritic
al coal-fired 
power plants’ 

2012 年 10 月 

74 福田

雅文 
NIMS A-USC ボイラ材料の異材

溶接部のクリープ強度 
第 56 回日本学

術会議材料工学

連合講演会 

2012 年 10 月 

75 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
溶接，曲げ加工および特

性確認試験 
先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2012 年 10 月 

76 齋藤

伸彦 
三菱重工

業 
高温腐食試験、溶接およ

び特性確認試験 
先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2012 年 10 月 

77 山本

隆一 
三菱重工

業 
ロータ材(LTES700R)，
ケーシング材(Alloy617)
等の試作・評価について 

先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2012 年 10 月 

78 佐藤

恭 
バブコッ

ク日立 
A-USC ボイラ用耐熱材料

とボイラ製作における課

題 

学振 123 委員会 2012 年 11 月 

79 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
ボイラ技術開発 
-溶接，曲げ加工および特

性確認試験- 

平成 24 年度 

第 3 回火力高効

率発電 
技術検討委員会 

2012 年 12 月 

80 生沼

駿、

他 

東芝 Fe/Ni 異材溶接界面にお

ける C 拡散に及ぼす溶

質元素の影響 

日本鉄鋼協会第

１６５回春季講

演大会 

2013 年 3 月 



 

 
 

81 福田

雅文 
NIMS 700℃級 A-USC プロ

ジェクトの現状と課題 
日本金属学会

2013 年春季大

会 

2013 年 3 月 

82 鴨志

田宏

紀、

他 

日立製作

所 
Alloy625 大型鋳造材の析

出挙動 
日本鉄鋼協会

2013 年秋季大

会 

2013 年 9 月 

83 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

The on-going and 
planned activities of the 
A-USC project in Japan 

39th MPA-
Seminar 

2013 年 10 月 

84 T.To
kairi
n 

バブコッ

ク日立 
Verification of Long-
Term Creep Rupture 
Strength and 
Component, 
Fablicability of 
Candidate Ni based 
materials for A-USC 
Boilers 

EPRI / 7th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Powe 
Plants 

2013 年 10 月 

85 Nobu
yoshi 
Kom
ai 

三菱重工

業 
Evaluation of creep 
rupture strength in Ni-
based alloy weldments 
for an advanced USC 
Boiler 

EPRI / 7th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Powe 
Plants 

2013 年 10 月 

86 Yasu
hiro 
Tana
ka 

三菱重工

業 
Hot corrosion properties 
of Ni-based alloys used 
in an advanced-USC 
boiler 

EPRI / 7th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Powe 
Plants 

2013 年 10 月 

87 Nobu
hiko 
Saito 

三菱重工

業 
Fabrication trials of Ni-
based alloys for 
advanced USC boiler 
application 

EPRI / 7th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Powe 
Plants 

2013 年 10 月 

88 Yuic
hi 
Hira
kawa 

三菱重工

業 
TRIAL PRODUCTION 
OF ALLOY 625 AND 
ALLOY 617 CASTING 
COMPONENT FOR 
ADVANCED 700°C 
CLASS STEAM 
TURBINES 

EPRI / 7th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Powe 
Plants 

2013 年 10 月 



 

 
 

89 Ryuic
hi 
Yam
amot
o 

三菱重工

業 
DEVELOPMNET AND 
TRIAL 
MANUFACTURING OF 
NI-BASED 
SUPERALLOY 
“LTES700R” FOR 
ADVANCED 700C 
CLASS STEAM 
TURBINES 

EPRI / 7th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Powe 
Plants 

2013 年 10 月 

90 Masa
fumi 
Fuku
da、
他 

高効率発

電システ

ム研究所 

ADVANCED USC 
TECHNOLOGY 
DEVELOPMENT IN 
JAPAN 

EPRI / 7th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Powe 
Plants 

2013 年 10 月 

91 Keiji 
Kubu
shiri
o 

IHI DEVELOPMENT OF 
WELDING AND 
FABRICATION 
TECHNOLOGIES IN 
ADVANCED - USC 
BOILER 

EPRI / 7th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Powe 
Plants 

2013 年 10 月 

92 Keiji 
Kubu
shiri
o 

IHI Effect of Stress-Relief 
Treatments on 
Microstructure and 
Mechanical Properties 
in weld joints of Ni-base 
alloys 

NIMS-MPAS-
IfWD 
Workshop 
Modeling & 
Simulation of 
heat resistant 
steels and 
Nickel Alloys 

2013 年 10 月 

93 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
水蒸気酸化試験，溶接お

よび特性確認試験 
(A-USC ボイラ 要素技術

開発の５年間の成果) 

先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2013 年 12 月 

94 齋藤

伸彦 
三菱重工

業 
高温腐食試験、溶接およ

び特性確認試験 
先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2013 年 12 月 

95 川崎

憲治 
三菱重工

業 
ロータ材(LTES700R)，
ケーシング材(Alloy617)
の材料開発・評価につい

て 

先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2013 年 12 月 

96 西岡

映二 
日立製作

所 
ロータ材(FENIX-700),
ケーシング材 
(Alloy 625) 等の試作･評

価について 

先進超々臨界圧

火力発電技術開

発 講演会 

2013 年 12 月 



 

 
 

97 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

世界の電力状況と先進

超々臨圧石炭火力発電技

術開発 

平成 25 年度チ

タンフォーラム

第４回研究発表

会 

2014 年 1 月 

98 矢矧

浩二 
IHI 火力発電ボイラ高効率化

への取組み最新状況「～

USC～A-USC」 

第 12209 回  
JPI 特別セミ

ナー 

2014 年 1 月 

99 Shinj
i 
Masa
ki 

IHI The State-of-the-Art 
Technology of  IHI’s 
USC Boiler and Next 
Target 

IERE TIS-Asia 
Meeting 2014 

2014 年 1 月 

100 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

先進超々臨界圧火力発電

（A-USC)技術開発 
火力原子力発電

技術協会北陸支

部、中部支部 

2014 年 2 月 

101 浜

口、

他 

新日鐵住

金 
高強度 9Cr-3W-3Co-Nd-
B 耐熱鋼管の開発 

日本鉄鋼協会春

季講演大会 
2014 年 3 月 

102 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
Verification of Practical 
Applicability of 45Ni-
23Cr-7W Alloy to Thick-
Walled Component for 
A-USC Boilers 

ＥＣＣＣ2014
国際会議 

2014 年 5 月 

103 宮下

重和 
東芝 モックアップロータの製

造検証を含めた Ni 基合

金開発材冶金的検討 

材料学会 高温

強度部門委員会 
2014 年 5 月 

104 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

先進超々臨界圧石炭火力

発電技術開発 
材料学会 高温

強度部門委員会 
2014 年 5 月 

105 野村

恭兵 
IHI 23Cr-45Ni-7W 合金溶接

継手のクリープ破断強度

と組織変化 

材料学会 高温

強度部門委員会 
2014 年 5 月 

106 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
A-USC ボイラ用 Ni 基合

金の溶接技術 
材料学会 高温

強度部門委員会 
2014 年 5 月 

107 清水

大 
バブコッ

ク日立 
Effects of Cr and Mo on 
Coal Ash Corrosion 
Resistance of Ni-based 
Alloy for 700 oC class A-
USC boilers 

ISHOC2014 2014 年 6 月 

108 東海

林剛 
バブコッ

ク日立 
A-USC ボイラ用 45Ni-
23Cr-7Ｗ合金厚肉大径管

の実用性検証 

日本溶接協会 

化学機械溶接研

究委員会 

2014 年 6 月 

109 宮下

重和 
東芝 Current Status of Japan 

Advanced Ultra-
Supercritical (A-USC) 
Technology 

International 
Symposium on 
High-
Temperature 

2014 年 6 月 



 

 
 

Development Oxidation and 
Corrosion 2014 
（ISHOC-
2014） 

110 宮下

重

和、

他 

東芝、他 Manufacture of a Large 
Steam Turbine Rotor 
Forging in a Ni-Base 
Alloy for Use in 
Advanced USC Power 
Plants 

19th 
International 
Forgemasters 
Meeting 

2014 年 9 月 

111 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

A-USC 蒸気タービンの開

発状況 
ターボ機械協会

第 115 回セミ

ナー 

2014 年 9 月 

112 田

淵、

他 

NIMS Creep Strength of 
Dissimilar Welded 
Joints Using High B-9Cr 
Steel for A-USC Boiler 

10th Liege 
Conference on 
Materials for 
Advanced 
Power 
Engineering 

2014 年 9 月 

113 福田

雅

文、

他 

高効率発

電システ

ム研究

所、他 

The current and the 
future USC technology 

40th MPA-
Seminar 

2014 年 10 月 

114 久布

白圭

司 

IHI The Progress of 
Development for A-USC 
boiler 

IEA Clean Coal 
Center 
Workshop 
2nd A-USC 
power plant 
workshop 

2014 年 10 月 

115 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

A-USC 蒸気タービンの開

発状況 
日本機械学会 

低炭素社会をめ

ざすエネルギー

システムデザイ

ン研究会 

2014 年 10 月 

116 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

A-USC 蒸気タービンの開

発状況 
日本機械学会 
関西支部 第 15
回秋季技術交流

フォーラム 

2014 年 11 月 

117 村上

晃一 
IHI Material Application 

Technologies in the 
Industries 

The 3rd 
International 
Symposium on 
Functionalizati
on and 
Application of 
Soft/Hard 
Materials  

2014 年 11 月 



 

 
 

Soft/Hard 2014 

118 小野

敏

秀、

他 

新日鐵住

金 
The Latest R&D 
Activities of Tubes and 
Pipes for A-USC Boilers 

3rd 
International 
VDI Conference 
2014,  Alloys 
in Power 
Plants 

2014 年 11 月 

119 今井

健一 
東芝 蒸気タービンの進展と将

来展望 
第三回 電力エ

ネルギー未来技

術シンポジウム 

2014 年 11 月 

120 福田

祐治 
三菱日立

パワーシ

ステムズ 

日本における A-USC 開

発への取組み 
日本学術振興会 

石炭・炭素資源

利用技術第 148
委員会 

2014 年 12 月 

121 菊原

誠治 
三菱日立

パワーシ

ステムズ 

火力発電用ボイラの基本

的構造と材料 
火原協大学講座 2015 年 3 月 

122 筑田

英樹 
電源開発 石炭火力発電とその今後

の展開について 
2014 年度 第 3
回 秋田県電力

安定確保対策検

討会議 

2015 年 3 月 

123 早川

正

夫、

他 

NIMS A-USC 用耐熱合金と異材

継手のクリープ疲労特性 
日本材料学会、

第 64 期学術講

演会 

2015 年 5 月 

124 石山

和樹 
九州工業

大学 
Ni 基合金の時効およびク

リープ中硬さ変化 
金属学会・鉄鋼

協会九州支部 

平成 27 年度合

同講演会 

2015 年 6 月 

125 東海

林剛 
三菱日立

パワーシ

ステムズ 

Metallurgical 
Investigation of Orbital 
Narrow Gap HST 
Weldment of Ni based 
Alloy Pipe 

Creep2015 2015 年 6 月 

126 渋川

直紀 
東芝 The challenges of 

designing steam 
turbines for high 
temperature cycles 

ASME ガスター

ビン国際会議 
2015 年 6 月 

127 須賀

威夫 
東芝 先進超々臨界圧火力発電

（A-USC）の技術と開発

動向 

火力発電要素技

術セミナー 
2015 年 6 月 

128 齋藤

伸彦 
三菱重工

業 
EVALUATION OF 
REHEAT CRACKING 
SENSITIVITY IN Ni-

123HiMAT201
5 

2015 年 6 月 



 

 
 

BASED ALLOY FOR 
AN ADVANCED USC 
BOILER 

129 吉田

敏明 
高効率発

電システ

ム研究所 

先進超々臨界圧（A-USC)
石炭火力発電の技術開発 

JCOAL CCT
ワークショップ

2015 

2015 年 7 月 

130 石山

和樹 
九州工業

大学 
Ni 基合金の硬さによるク

リープ劣化・損傷の評価 
金属学会・鉄鋼

協会九州支部 

秋季講演会 

2015 年 7 月 

131 阿部

冨士

雄、

他 

NIMS TTP 法による Alloy 617
の 700 oC, 10 万時間ク

リープ破断強度評価 

鉄鋼協会 H27
年秋季講演大会 

2015 年 9 月 

132 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

The Japanese program 
on developments for new 
high efficiency power 
plants and progress in 
700℃ A-USC 
technology development 

41st MPA-
Seminar 

2015 年 10 月 

133 伊勢

田敦

朗 

新日鐵住

金 
次世代ボイラー用 9Cr 鋼
管 SAVE12AD の開発 

火原協大会 2015 年 10 月 

134 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

先進超々臨界圧火力発電

（A-USC）の開発 
低炭素エネル

ギー社会におけ

る石炭利用法 
－石炭火力の歴

史と高度変換技

術の最前線－ 

2015 年 10 月 

135 石上

秀之 
中部電力 火力発電を取り巻く事業

環境と当社の火力発電事

業の現状と将来について 

名古屋大学大学

院環境学研究科 

洋上風力発電事

業と地域の共発

展寄附講座 

2015 年 10 月 

136 鈴木

健介 
東芝 Toshiba’s Activity in 

Advanced USC and 
Carbon Capture 
Technology 
Development 

GETS2015 
(GLOBAL 
ENERGY 
TECHNOLOG
Y SUMMIT 
2015) 

2015 年 11 月 

137 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

日本の A-USC 技術開発 日本学術振興会

耐熱金属材料第

123 委員会超合

金１１月期討論

会 

2015 年 11 月 



 

 
 

138 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

The current and the 
future USC technology 

Korea Elelctric 
Power 
Research 
Institute A-
USC meeting 

2015 年 11 月 

139 東海

林剛 
三菱日立

パワーシ

ステムズ 

A-USC ボイラ用 Ni 基合

金の溶接性，継手の長時

間強度と組織安定性 

日本学術振興会

耐熱金属材料第

123 委員会超合

金 11 月期討論

会 

2015 年 11 月 

140 齋藤

伸彦 
三菱重工

業 
EVALUATION OF 
REHEAT CRACKING 
SENSITIVITY IN Ni-
BASED ALLOY FOR 
AN ADVANCED USC 
BOILER 

日本学術振興会

耐熱金属材料第

123 委員会超合

金 11 月期討論

会 

2015 年 11 月 

141 野村

恭兵 
IHI A-USC ボイラ配管用

HR6W 溶接継手のクリー

プ破断強度 

日本学術振興会

耐熱金属材料第

123 委員会超合

金 11 月期討論

会 

2015 年 11 月 

142 田中

勇太 
IHI EBSD 法および ECCI 法

を用いた Alloy617 のク

リープ変形挙動の評価 

日本学術振興会

耐熱金属材料第

123 委員会超合

金 11 月期討論

会 

2015 年 11 月 

143 宮下

重和 
東芝 A-USC タービン用 Ni 基

超合金のクリープ特性お

よび組織変化に及ぼす添

加元素の影響 

日本学術振興会

耐熱金属材料第

123 委員会超合

金 11 月期討論

会 

2015 年 11 月 

144 阿部

冨士

雄 

NIMS Larson Miller 法による 
Alloy 617 の 700℃, 10 
万時間クリープ破断強度

評価 

日本材料学会、

高温強度シンポ

ジウム 

2015 年 12 月 

145 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

先進超々臨界圧（A-
USC）石炭火力発電の技

術開発 

CCT ワーク

ショップ 2016 
2016 年 7 月 

146 高橋

陽一 
富士電機 先進超々臨界圧火力発電

（A-USC)技術開発 富士

電機の推進状況について 

ターボ機械協会 

蒸気機械委員会/
蒸気タービン技

術向上分科会 

2016 年 7 月 

147 福田

雅文 
高効率発

電システ

ム研究所 

Advanced USC 
Technology 
Development in Japan 

EPRI Asia Coal 
Power 
Technology 

2016 年 9 月 



 

 
 

Seminar 

148 増山

不二

光、

他 

九州工業

大学 
Creep Degradation 
Assessment of Ni-based 
Alloys by Hardness 
Method 

EPRI / 8th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Power 
Plants 

2016 年 10 月 

149 増山

不二

光、

他 

九州工業

大学 
Life Assessment and 
Diagnose by Hardness 
Response to Creep 
Degradation of Alloy617 
and HR6W 

MPA-Seminar 
2016 

2016 年 10 月 

150 Fujio 
Abe
、他 

NIMS Influence of Data 
Scattering on 
Estimation of 100,000 
Hours Creep Rupture 
Strength of Alloy 617 
and Alloy 740 by 
Larson-Miller Method 

EPRI / 8th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Power 
Plants 

2016 年 10 月 

151 増山

不二

光、

他 

九州工業

大学 
Creep Degradation 
Assessment of Ni-based 
Alloys by Hardness 
Method 

EPRI / 8th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Power 
Plants 

2016 年 10 月 

152 久布

白圭

司 

IHI PERFORMANCE AND 
CAUSES OF FAILURE 
FOR 
CIRCUMFERENTIAL 
WELDS AND WELDED 
BRANCH 
CONNECTIONS FOR 
23CR-45NI-7W ALLOY 

EPRI / 8th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Power 
Plants 

2016 年 10 月 

153 東海

林

剛、

他 

三菱日立

パワーシ

ステムズ 

INVESTIGATION OF 
LONG TERM CREEP 
DAMAGE BEHAVIOR 
AND LIFE 
ASSESSMENT OF NI 
BASED WELDMENT 

EPRI / 8th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 
Fossil Power 
Plants 

2016 年 10 月 

154 齋藤

伸

彦、

他 

三菱重工

業、他 
Long-term Creep 
Rupture Properties and 
Microstructures in 
HR6W(44Ni-23Cr-7W) 
for A-USC Boilers 

EPRI / 8th 
Int.Conf. on 
Advances in 
Materials 
Technology for 

2016 年 10 月 



 

 
 

Fossil Power 
Plants 

155 増山

不二

光、

他 

九州工業

大学 
Life Assessment and 
Diagnose by Hardness 
Response to Creep 
Degradation of Alloy617 
and HR6W 

MPA-Seminar 
2016 

2016 年 10 月 

156 福冨

広

幸、

他 

電力中央

研究所 
ニッケル基合金製配管に

おけるクリープ損傷の検

出への超音波フェーズド

アレイ法に関する検討 

平成 28 年度 

日本非破壊検査

協会 秋季講演

大会 

2016 年 10 月 

157 伊勢

田敦

朗、

他 

新日鐵住

金 
次世代 A-USC ボイラ用

高強度 Ni 基合金管の試

作実用化 

火力原子力発電

大会 
2016 年 10 月 

 
新聞・雑誌等 
番

号 
所属 タイトル 掲載誌名 発表年月 

1 東芝 700℃級先進超高温蒸気

タービン 
東芝レビュー 2008 年 9 月 

2 東芝 次世代超々臨界圧蒸気

タービンシステム 
日本機械学会会誌 2008 年 10 月 

3 IHI 、住友

金属工業 
クリーンコールテクノロ

ジーの現状と将来 
石炭利用の最新技術

と展望 
2008 年 12 月 

4 NIMS 次世代超々臨界圧発電技

術 
機械の研究 2008 年 

5 日 立 製 作

所、他 
700℃級超々臨界圧蒸気プ

ラント(A-USC）技術開発

状況 

エネルギーと動力 2009 年春季号 

6 IHI 700℃級 先進超々臨界圧

（A-USC）ボイラ技術の

開発 

IHI 技報 2009 年 12 月 

7 東芝 先進超々臨界圧発電 (A-
USC)の開発 

エネルギー・資源学

会誌 
2010 年 3 月 

8 富士電機 700℃級高温弁の要素技術

開発 
富士時報 2010 年 5 月 

9 東芝 火力発電用蒸気タービン

の高効率化技術 
東芝レビュー 2010 年 8 月 

10 NIMS A-USC 先進超々臨界圧

火力発電 
日本機械学会誌 2011 年 4 月 

11 三菱重工業 A-USC(700℃級先進超々

臨界圧発電)の技術開発と

展望 

三 菱 重 工 技 報 
Vol.48 No.3 (2011) 

2011 年 7 月 



 

 
 

12 日立製作所 大容量石炭焚き火力発電

設備の高効率化に向けた

技術開発 

日立評論 2011 年 8
月号 

2011 年 9 月 

13 NIMS A-USC 先進超々臨界圧

火力発電技術 
特殊鋼 2011 年 11 月 

14 NIMS 先進超々臨界圧発電技術

の開発 
機械の研究 2012 年 

15 バブコック

日立 
Fe-Ni 基,Ni 基合金大径管

の溶接技術と溶接継手強

度 

鉄鋼協会(鉄鋼便覧) 2012 年 5 月 

16 東芝 微粉炭焚き A-USC、およ

び CCS 
火力原子力発電技術

協会協会誌 
2012 年 10 月 

17 NIMS A-USC プロジェクトの全

体構想 
ターボ機械協会協会

誌 
2013 年 1 月 

18 NIMS 次世代超々臨界圧火力発

電（A-USC）材料、溶接

技術開発 

溶接学会誌第 82 巻 6
号 溶接接合教室 

2013 年 9 月 

19 高効率発電

システム研

究所 

次世代超々臨界圧火力発

電用金属材料の動向 
日本トライボロジー

学会誌 
2014 年 3 月 

20 日立製作所 A-USC 石炭火力高効率化

技術 
日本エネルギー学会

誌（92 巻 11 号） 
2013 年 11 月 

21 高効率発電

システム研

究所 

先進超々臨界圧火力発電

（A-USC)技術開発 
スマートプロセス学

会誌 
2014 年 3 月 

22 高効率発電

システム研

究所 

先進超々臨海圧火力発電

（Advanced-USC）要素

技術開発プロジェクト 

日本ガスタービン学

会誌 42 巻 4 号 
2014 年 7 月 

23 高効率発電

システム研

究所 

A-USC 火力原子力発電技術

協会協会誌 
2014 年 10 月 

24 三菱日立パ

ワーシステ

ムズ 

A-USC 石炭火力高効率化

技術 
季報エネルギー総合

工学、エネルギー総

合工学研究所 

2014 年 10 月 

25 三菱重工業 最新鋭蒸気タービンの技

術開発と展望 
三菱重工技報 2015 年 4 月 

26 高効率発電

システム研

究所 

Chapter 22 Advanced 
USC technology 
development in Japan 

Materials for Ultra-
Supercritical and 
Advanced Ultra-
Supercritical Power 
Plants 

2016 年 

27 電力中央研

究所 
先進高効率発電技術 電中研レビュー 2015 年 11 月 



 

 
 

28 三菱重工業 A-USC （ 700 ℃ 級 先 進

超々臨界圧発電）ボイラ

向け材料開発の取り組み 

三菱重工技報 2015 年 10 月 

29 IHI IHI High Plant Efficiency 
Technology 

Power-Gen 
International 出展 

2015 年 12 月 

30 IHI 700℃級先進超々臨界圧

(A-USC)プラント実現へ

向けたボイラ技術開発 

IHI 技報 55 巻 4 号 

資源・エネルギー特

集号 

2015 年 12 月 

31 高効率発電

システム研

究所 

先進超々臨界圧発電（A-
USC）の開発 

電気評論 2016 年 6 月 

32 三菱日立パ

ワーシステ

ムズ、他 

先進超々臨界圧ボイラ

（A-USC）の配管設計 
配管技術 2016 年 8 月 

33 高効率発電

システム研

究所 

第Ⅱ章 シンプルサイク

ル発電技術 次世代超々

臨界圧発電（A-USC) 

次世代火力発電 2016 年 

34 IHI XRD および EBSD を用い

た 23Cr-45Ni-7W 合金溶

接継手のひずみ評価 

材料 2016 年 8 月 
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委 員 名 簿 

 

委員長 帝京平成大学 吉識晴夫教授 
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 摂南大学 角家義樹教授 
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検 討 経 緯 

 

第一回検討会 

開催日 2006年 11月 9日(木) 

 議題 (1) 委員会開催の趣旨説明 

(2) エネルギー総合工学研究所自主研究の概要説明 

(3) 「A-USC 技術開発」に関する説明 

a. 主要論点の整理 

b. 討議 

第二回検討会 

開催 2007年 1月 19 日(金) 

議題 (1) 報告書案の説明（前回の宿題に対する回答を含む） 

(2) 討議 

第三回検討会 

開催 2007年 2月 23 日(金) 

議題 (1) 報告書案の説明（前回の宿題に対する回答を含む） 

(2) 討議 

 

第四回検討会 

開催 2007年 4月 4 日(水) 

議題 (1) 報告書最終案の説明（前回の宿題に対する回答を含む） 

(2) 討議 
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総 括 評 価 

 先進超々臨界圧汽力発電システム（A-USC）は、IGCC と熱効率面では優劣がつけがた

い高効率発電が可能な、将来の我が国エネルギーセキュリティーを確保する上で欠くこと

のできない技術であり、石炭火力発電所からの二酸化炭素削減要求に対して確実に対応で

きる技術である。また、従来の石炭火力発電と同じシステム構成であるため、経年石炭火

力発電所の更新に適用することにより経済的に二酸化炭素排出削減を成し遂げることが

できる。我が国には現在 35GW の石炭火力発電所があり、すでに更新時期に達しているプ

ラントもあると考えられる。これら多くのプラントを早期に高効率化し、二酸化炭素の排

出量を低減するには更新に要するコストを抑制できる A-USC 技術の早期実現が必要であ

る。それゆえ、一刻も早くA-USC 技術の本格的開発に着手する必要がある。 

 また、海外でもほぼ全ての石炭火力発電に汽力発電システムが使われており、低い蒸気

条件を採用し低い熱効率で運用されているプラントが数多くある。これらのプラントに

A-USC 技術を展開し高効率化することにより、世界的な二酸化炭素排出削減に貢献するこ

とができる。A-USC であればシステム構成が従来と同じであるので技術展開も容易であり、

国内同様更新需要への経済的な対応も可能である。 

 さらに、近年の不安定な一次エネルギー情勢に対応するため一次エネルギー源の徹底的

な分散化が今後の課題であると考えられる。そのような中で、天然ガス、石炭だけではな

く、C 重油等の石油系の燃料をも効率的かつ容易に利用する技術が必要である。また、

A-USC はバイオマス燃料を効率的に利用できる技術である。A-USC はこのような多種燃

料要求にも柔軟に答えることができ、たいへん汎用性の高い技術であるといえる。 

 将来の石炭有効利用発電技術としては A-USC だけではなく IGCC（石炭ガス化コンバ

インドサイクル）にも期待がかけられている。これらの技術はそれぞれ特徴を有しており、

それぞれに適した使い方をしていくべきである。A-USCは既存USCと同じシステム構成、

運用性を有しており、これまでの物的、人的資産を有効に活用できるとともに、今後さら

に石炭火力に期待されると考えられる負荷変動にも対応がしやすい。一方、将来の二酸化

炭素回収、貯留（CCS）について考えると、A-USC では排煙からの二酸化炭素回収が可

能であるが、ガスタービンでの燃焼前に燃料中から二酸化炭素を回収できる IGCC の方が

有利であると言われている。また、その特性から IGCC はベース電力供給に使われると予

想される。利用できる石炭種の面から見ると、A-USC は高灰融点炭、IGCC は低灰融点炭

に向いており、両者の適切な組合せは我が国のエネルギーセキュリティー確保に貢献する

と考えられる。両者の技術が開発されれば、石炭火力発電技術の選択肢が増し、単独技術

だけの場合より二酸化炭素削減の加速が期待できる。 

 また、A-USC 技術は石炭焚き火力への適用だけではなく、コンバインドサイクルのボト

ミング効率向上にも寄与できる技術である。 

 このように A-USC 技術は客観的に見て数々の優位性を持つ技術であるが、それにもか

かわらず我が国では本格的な開発が滞っており、ヨーロッパ等の諸外国から技術面で差を

つけられつつある。諸外国では国際的、国家的な枠組みの元で大々的に開発が進められ、
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かつその情報は非公開である。これに対し、我が国では一部のメーカが基礎的検討を進め

ているに過ぎない。近年の競争的な社会ではメーカの経営は国際的、国家的必要性よりも

短期的な経済原理が優先される傾向がある。それゆえ、A-USC 技術の本格的な開発を推進

するにはわが国国際産業力の維持、強化という観点からも、国家プロジェクトとしての枠

組みを構築し、確固たる意思を持って取り組む必要がある。 

 A-USC の技術開発には、現在の 600℃から 700℃、750℃、そしてさらに高温へと継続

的に、着実に技術をステップアップしていく必要がある。しかも、A-USC の技術開発は高

位発熱量(HHV)基準送電端で 46～48%を実現するための要素技術検証まででも 8 年間、実

証機検証まで含めると 13 年間を要する長期的なものである。2020 年ごろから本格化する

と予想される既設機の更新に間に合わせるためにも、一刻も早い国家プロジェクト立ち上

げが必要である。 

 A-USC はまず喫緊の二酸化炭素排出削減要求に対応するため 46～48%の技術実現に向

けた開発を進めるべきである。さらに諸外国に比べ経済性に優れた技術の開発を推進すべ

きである。過去に国の支援を得て 600℃・42%の USC 技術を開発した時はたいへん大き

な成果を得た。今後その成果を踏まえて継続的な高効率化、経済性の追求を進められるよ

うな開発構想を練るべきである。
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１．開発の意義、目的 

 

(1) 意義の明確性 

我が国のエネルギーセキュリティー確保のためには、長期的な視点に立った化石燃料資源の有効利用

が重要課題の一つである。特に近年アジア地域で急速に経済発展が進み、その影響によりエネルギー源

の多様化は必須の状況である。その埋蔵量や他の資源への価格牽制等を勘案すれば、石炭はエネルギー

源のベストミックスを追求する上で、重要な位置付けにあると考えられる。国内の電源構成では図 1-1

に示すように原子力及びＬＮＧのシェアが増大する一方、石炭は現状と同程度のシェアを有すると予想

され、発電量自体は増大する傾向にある。しかしながら、石炭は二酸化炭素 排出等環境負荷が大きいた

め、その利用に当たっては、石炭を可能な限り効率良く、クリーンに利用できる技術の開発が必要であ

る。 

 従来超々臨界圧汽力発電(USC)はその最高温度は 630℃程度が限界で、高位発熱量基準の送電端熱効

率も 42～43%が原理的限界と言われてきた。しかしながら、近年の材料技術の進歩により、700℃以上

の温度を達成できる可能性が見えるようになってきた。図 1-2 に示すように 700℃級で 46%、750℃級

で 47.5%、800℃級では 49%の高い熱効率の達成が可能である。そのような技術では石炭燃焼による二

酸化炭素排出原単位はそれぞれ 743g/kWh、721g/kWh、698 g/kWhであり、既設の火力発電所（35GW）

を全て置き換えると図 1-3に示すように年間 17百万トン～27百万トン程度の二酸化炭素排出量の削減

が図れる。なお、亜臨界の従来火力では排出原単位は927 g/kWhであり、A-USCでは 20～25%低い値
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になる。同様に石炭燃焼の結果生成する石炭灰も減少し、亜臨界の従来火力に対しA-USCでは20～25%

減量する。 

 さらなる熱効率向上を図るためには、現在の 600℃級技術から、700℃、750℃、800℃と着実に技術

をステップアップしていく必要が有る。そのための第一歩として、本開発は 750℃級のA-USCを 2020

年までに商用プラントで実現することを目指した要素技術開発から最終段階として実証試験を行うもの

である。まず、750℃級A-USC 技術の基礎技術開発、要素技術開発を行い、750℃級A-USC 実用化の

見通しを得る。さらに、蒸気サイクルの改善を行い、更なる高効率化を狙う。 

また、図 1-4に示すようにA-USC 発電はわが国に輸入可能な石炭の 60%を占める高融点炭の利用に

適しており、この観点からもエネルギーセキュリティー上の意義があり、さらに燃料価格牽制力を維持

する上で有効である。 

わが国の石炭火力発電所は図 1-5に示すように 1960年代以降その容量を増し、1973年の第一次オイ

ルショック以降計画的に増設され、現在35GWまで拡大している。初期のプラントはすでに 30年以上

の運転を経ており、更新の時期に入ってくるものもあると考えられる。特に 2020 年ごろから更新は本
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格的になると考えられる。A-USC 技術をこのようなプラントの更新に用いると、熱効率を一挙に向上

でき二酸化炭素排出量を削減できるだけでなく、基本システム構成が既設と同じであるため図 1-6 に示

すように既設設備の大幅な流用が可能となり経済的な更新が可能となる。 

そして、従来と同じシステム構成ゆえに、ユーザとしてはこれまでの運転、保守経験を生かすことが

でき、人材や資材等の資源を有効に活用できる。 

一方、目を海外に転じると図 1-7 に示すように発電用エネルギー源の石炭への依存はさらに明確であ

図 1-5 国内の石炭火力発電所容量推移 

図 1-7 全世界の発電電力量推移 

図 1-6 経年火力更新における既存資産の有効活用 
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る。特に今後のエネルギー需要の伸びが大きな東南アジア等の途上国を中心に海外では従来の技術の延

長線上にある A-USC 技術は歓迎されると考えられ、わが国としてこのような地域での二酸化炭素削減

に貢献できる技術を有することは国際協力の面から重要である。A-USC 技術はわが国のエネルギー企

業が海外に進出する上での有効な手段となると考えられる。 

さらに、近年二酸化炭素排出量削減の観点からバイオマス燃料が脚光を浴びている。A-USC 技術に

よる石炭とバイオマス燃料の混焼は、バイオマス燃料を効率良く利用できる方法であり効果的な二酸化

炭素削減に寄与すること大である。（添付資料１参照） 

また、近年一次エネルギー確保のために調達手段の拡大の観点から重油燃料が見直されている。

A-USC技術はこのようなニーズに対しても、図 1-8に示すように追加的な対策を講じることにより応え

ることができる。 

その上、A-USC 技術は天然ガス焚きコンバインドサイクルのボトミング条件の向上にも対応できる

技術である。経済性の検討は今後必要であるが、例えば 1700℃級ガスタービン2台と二段再熱A-USC1

台を組み合わせた構成で高位発熱量基準熱効率 57％以上を目指すことができる。（添付資料２参照） 

 

(2) 位置づけの明確性 

 2002 年 4 月から 2004 年 3 月にかけて日本機械学会「P-SCD338 石炭利用発電の高効率化技術に

関する調査研究分科会」において、A-USCについて基礎的な検討がなされた。その中では、A-USC の

発電コストを従来並にするための目標コストやタービン、ボイラの開発課題の概要等が得られた。そし

て、従来の汽力発電、USC 技術の延長上の技術であり、高い信頼性が期待できる A-USC は石炭利用

技術の中で重要な位置付けであり、今後A-USC の技術開発を推進すべきであると提言がなされた。そ

れを受けて 2005年度にエネルギー総合工学研究所で自主研究「次世代超々臨界圧プラント（A-USC）

技術開発 経年石炭火力発電所の高効率化とそれに伴う二酸化炭素排出削減研究」が実施され、経年石炭

火力発電所の更新、改修に A-USC 技術を適用すると経済性、環境性の面から効果的であることが示さ
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れた。このように、本技術は様々な評価、検討を受け、今回の報告に至ったものである。 

本開発は A-USC の実用化に向け、基礎技術開発、要素技術開発から最終段階の実証試験までを網羅

するものであり、我が国の商用プラントに求められる諸要件、すなわち信頼性、環境性、炭種適合性、

運用性、経済性、安全性等の諸項目について基礎的、要素的、実証的検討を行うとともに、商用化に必

要な材料の規格化に資する検証を行い、その位置づけは明確と考えられる。 

 

(3) 関連技術動向との関係 

 石炭火力発電技術としては我が国で開発中の石炭ガス化複合発電（IGCC）がまず挙げられる。この

技術との関係については、熱効率（送電端効率）の点でほぼ同等であると言える。しかしながら、今後

増加する経年火力発電所の更新について比較すると、A-USC では既設設備を大幅に流用し経済的な更

新が可能であるのに対して、IGCC では流用可能設備は揚運貯炭設備に限られその割合は小さく、経年

火力発電所の更新には制約がある。一方、将来の二酸化炭素回収、貯留（CCS）について考えると、A-USC

でも排煙からの二酸化炭素回収が可能であるが、ガスタービンでの燃焼前に燃料中から二酸化炭素を回

図 1-9 石炭火力発電技術普及予想 
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収できる IGCC の方が有利であると言われている。故に、経年火力発電所の更新には A-USC、将来の

CCS 対応には IGCC が適していると言えよう。また、A-USC は高灰融点炭に向いているのに対して、

石炭ガス化プロセスを有する IGCCは低灰融点炭に向いているという特性もある。さらに将来には石炭

ガス化燃料電池複合発電（IGFC）という高効率なシステムがあるが、これも IGCC と同様に石炭ガス

化プロセスを有するので低灰融点炭に向いている。このように考えると A-USC 技術が開発された時点

で急速に経年火力の高効率化更新が進行し、将来的には図 1-9 に示すように国内で利用可能な炭種に向

いた高効率システムが導入されていくものと考えられる。この図では 2011 年から従来型石炭火力の

USCへの更新が始まり、A-USC技術実用化が予想される 2021年からUSCのA-USCまたは IGCCへ

の更新が始まると共に、従来型石炭火力の更新は 2倍のペースで進むものとしてある。このような高効

率システムの導入により、図 1-10に示すように二酸化炭素の削減が期待できる。 

 また、図 1-11には電気事業連合会のウェブサイトに示されている「現状の電力需要に合わせた電源の

組み合わせ」を示すが、現状の石炭火力は原子力に比べると電力需要の変動にも対応しやすいことから、

図 1-11 電力需要に合わせた電源の組み合わせ 

図 1-12 ヨーロッパのUSC技術開発状況 
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ベース供給力とミドル供給力の中間供給力として活用されている。このような観点から見ると IGCCは

その特性からベース供給力として使われ、負荷変動に対応するのはA-USCになるものと考えられる。 

 図 1-12に示すように海外ではヨーロッパですでに1990年代からヨーロッパ国際連合でA-USCに関

する開発が進行しており、700℃級システムでは要素開発の段階に入っている。我が国ではまだメーカ

が基礎研究を進めている段階であり、早急に追いつき、追い越す必要がある。 

 

2．国のプロジェクトで行うことの妥当性 

 この開発は、我が国の長期のエネルギーセキュリティー確保と環境保全問題という命題を解決する技

術開発であり、その成果は国民全体に裨益する。特に現有石炭火力の二酸化炭素排出削減に効果的であ

る本技術は、国民生活への寄与が高い。 

一方、効率的な事業経営によるコスト低減という社会的要請のなか、開発リードタイムと技術開発負

荷を鑑みると、民間のみの開発では継続的な投資は困難である。国の後押しとしての資金負担がなけれ

ば実施され得ないと考えられる。このため、一定程度の国庫補助は不可欠といえる。 

 表 2-1に示すように欧米においてはEUや国家の支援の下、既に国際、国家レベルでのプロジェクト

による開発が進行中であるが、それにより得られたデータは非公開であり、A-USC 技術は欧米に独占

されることになり、世界をリードして来た我が国の USC 技術が陵駕されるのも時間の問題である。我

が国の産業競争力の維持、強化、ものづくり力の強化の観点からも最先端の A-USC 技術の発展を図る

ことが重要である。また、A-USC 技術が確立されればアジアを始めとする石炭依存度の高い地域への

展開等我国のエネルギー戦略上有効な国際協力活動の手段としての位置づけも可能と考えられることか

らも、国として一定の支援を行うことが適当と考えられる。 

 

3．目標 

 本開発では、従来の 600℃級USC技術の更なる高温・高圧化を図ることにより、2020年以降におい

て商用プラントでの高位発熱量基準送電端効率 46～48%達成の見通しを得ることを目標とする（バイオ

マスの混焼等により送電端効率 48~50%相当の二酸化炭素削減を目標）。また、海外プロジェクトより高

表 2-1 欧米の技術開発状況 

概念設計、

経済性試算、

材料の要素技術開

米国DOE/

OCDOが主体
で、EPRI、ボ
イラメーカ5社、
研究機関・大
学等が参加

$20M
（約２４億円）

DOE：$15M

OCDO：$2M　　

メンバー：$2.7M

2001年6月1日
～2006年12月

31日

主蒸気

　35MPa/760℃

再熱蒸気

7.8MPa/760℃

送電端効率

　約46%（HHV）

アメリカ
合衆国

AD700

概念設計、

経済性試算、

材料の要素技術

開発

COMTES700

材料の実缶試験

実証機

400MWデモプラント

AD700

　欧州12カ国

　全39社

COMTES700

　電力9社

メーカ4社

AD700

　21Mユーロ
　（約３１億円）

COMTES700

　15.2Mユーロ
　（約２３億円）

　電力：56%

　EU政府：40%

　メーカ：4% 

AD700

1998～2004

COMTES700

2004～2010

実証機

　2010～

2015頃運開

主蒸気

　35MPa/700℃

再熱蒸気

　12MPa/720℃

　　3MPa/720℃

送電端効率

　約46%（HHV）

EU

実施内容参加団体予算期間目標蒸気条件

概念設計、

経済性試算、

材料の要素技術開
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イラメーカ5社、
研究機関・大
学等が参加
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（約２４億円）

DOE：$15M

OCDO：$2M　　

メンバー：$2.7M
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～2006年12月

31日

主蒸気
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再熱蒸気

7.8MPa/760℃

送電端効率

　約46%（HHV）

アメリカ
合衆国
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概念設計、

経済性試算、

材料の要素技術

開発

COMTES700

材料の実缶試験

実証機

400MWデモプラント

AD700

　欧州12カ国

　全39社

COMTES700

　電力9社

メーカ4社

AD700

　21Mユーロ
　（約３１億円）

COMTES700

　15.2Mユーロ
　（約２３億円）

　電力：56%

　EU政府：40%

　メーカ：4% 

AD700

1998～2004

COMTES700

2004～2010

実証機

　2010～

2015頃運開

主蒸気

　35MPa/700℃

再熱蒸気

　12MPa/720℃

　　3MPa/720℃

送電端効率

　約46%（HHV）

EU

実施内容参加団体予算期間目標蒸気条件
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い経済性、信頼性を達成し、国際社会における国産技術の優位性を確保し、世界の二酸化炭素削減に貢

献する。 

開発に向けては、要素技術開発・材料開発・試験を主体とした中間目標と実証を主体とした最終目標

を設定し、将来的な商用プラント実現の可能性について見通しを得るものとする。なお、熱効率、二酸

化炭素削減以外の環境性、運用性については、現在のUSCプラントと同等以上、経済性は現在のUSC

プラントよりも良好にすることを目標とする。 

(1) 中間目標 

 46～48%の熱効率実現に必要な基礎技術開発、要素技術開発を行う。タービンでは冷却技術、性能向

上技術といった基礎技術開発を行うと共に、要素部品の検証試験を行う。ボイラでは高温大径管の短縮

を目的とした基本構造検討や実缶による構造検証試験を行う。また、材料面ではタービン、ボイラ共に

システムを経済的に実現するために必要な候補材料（海外開発材料も含む）のサーベイを行い、材料特

性調査、製造性・工作性評価を行う。また、海外材料より経済性、製造性等に優れた大型、高強度な 700

～750℃の Ni 基合金の評価、開発に着手し実用化の見通しを得る。また、Ni 基合金の使用を抑制し経

済性を追求するためのキーとなるフェライト系およびオーステナイト系材料の高強度化、大型化を図り、

適用温度領域の引き上げを行う。それらの施策により、実証機へ適用するための基礎技術を確立する。 

 目標達成のために、要素技術開発を主体とした PhaseⅠ（5 年間）と、実缶、回転試験による検証試

験を主体としたPhaseⅡ（3年間）を行う。 

(2) 最終目標 

 PhaseⅠ、PhaseⅡの結果を踏まえた実証機試験（PhaseⅢ）を行い、送電端効率 46～48%の商用機

実現の確証を得る。 

 

4．計画内容 

A-USCに関する初期的研究はすでにボイラ、タービンメーカーで進められている。 

図 4-1 に示すようにボイラの構造的な面では基本構想から概念設計が行われている。本体構造では、

従来 USC ボイラの考慮点をもとに信頼性に配慮した設計手法の再構築を図るとともに、経済性向上に

向けた新構造等のブレークスルーを検討する必要が有る。系統及び配置検討は、構成機器の要求仕様お

よび運用方法等に大きく依存するため、材料開発及び本体，構成機器の構造設計と協調した評価が重要

となる。起動弁等の開発では材料開発の後ろ盾が必要であり、これらの進捗とともに信頼性確保と経済

性向上の両面から、弁の構造設計及び製造技術確立を図る必要がある。材料開発面では材料により進捗

状況は異なるが小型溶解材での確認試験から製造性検証の段階にある。欧米で評価検討されている Ni

基合金は、他の材料に比べて高温強度に優るが、特に鋼管材料として重要となる延性等の材料特性及び

製造性の向上を図る必要があり、経済性の検討も重要である。Fe-Ni 基合金は国内で開発され、開発当

初より欧米材料に比べ信頼性及び製造性の面を重視しておりデータの蓄積が進んでいる一方で、高温強

度の更なる向上と大型化の検証が望まれる。経済性の向上には、700℃以下に適用するフェライト鋼の

高強度化、オーステナイト鋼の大径管の開発も重要である。 

タービンでは図 4-2 に示すように構造的な検討は基本構想から概念設計が行われ、一部要素技術開発

の段階まで入っているものもある。本体構造では、従来 USC をもとに信頼性に配慮した設計手法の再

構築を図るとともに、高温材料の製造性を考慮した検討が必要である。また材料開発の進捗状況を反映

し、信頼性を確保しつつ、経済性も向上させる構造の検討が必要である。個々の開発要素については、

これまでの技術をベースに、新しい思想、手法にて開発する必要があり、要素試験と実機検証にて技術
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の確立を図る必要がある。材料面ではロータ材料の開発が進められており、小型溶解材での確認試験の

段階から大型材料での製造性検証の段階に入りつつある。車室、主要弁の材料についても基礎的な研究

が進められている。また、翼の材料には従来のガスタービン材料が適用できる。 

成分設計 小型溶解材
での確認試験

量産化に向けた
製造性検証

鋼管材料の設計用データ取得
溶接・工作技術の確立

実機検証

Fe-Ni基合金大径管

Ni基合金大径管

Fe-Ni基合金小径管

Ni基合金小径管

オーステナイト鋼大径管

新9Cr鋼大径管

未実施

実施済み

実施中

成分設計 小型溶解材
での確認試験

量産化に向けた
製造性検証

鋼管材料の設計用データ取得
溶接・工作技術の確立

実機検証

Fe-Ni基合金大径管

Ni基合金大径管

Fe-Ni基合金小径管

Ni基合金小径管

オーステナイト鋼大径管

新9Cr鋼大径管

未実施

実施済み

実施中

図 4-1 A-USCボイラ技術開発状況 

ボイラ本体構造

0
1
2
3
4
5

基本構成

最適設計

製造性信頼性

経済性

ボイラ系統，配置

0
1
2
3
4
5

基本構成

最適設計

製造性信頼性

経済性

起動弁，安全弁

0
1
2
3
4

5
基本構成

最適設計

製造性信頼性

経済性

５．実機検証４．詳細設計３．要素技術２．概念設計１．基本構想開発段階 ５．実機検証４．詳細設計３．要素技術２．概念設計１．基本構想開発段階
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成分設計
小型溶解材で
の確認試験

大型溶解材等での

製造性検証

設計用材料データ取得

設計線図作成
実機検証

USC141

FENIX-700

新材料

TOS1X

既存材料
12Cr鋼

LTES

ロ
ー
タ
材
料

溶
接
ロ
ー
タ 未実施

既存合金利用

開発（改良）合金実施済み
開発（改良）合金実施中

Ni基合金溶接型ロータ開発
（Ni基合金の共材溶接）
（Ni基合金とﾌｪﾗｲﾄ鋼の異材溶接）

実
物
大
溶
接

モ
デ
ル
試
験

実機検証
溶接型ロータ開発・
実機（事業用火力機）適用
（ﾌｪﾗｲﾄ鋼の共材/異材溶接）

設計用材料データ取得
設計線図作成

成分設計
小型溶解材で
の確認試験

大型溶解材等での

製造性検証

設計用材料データ取得

設計線図作成
実機検証

USC141

FENIX-700

新材料

TOS1X

既存材料
12Cr鋼

LTES

ロ
ー
タ
材
料

溶
接
ロ
ー
タ 未実施

既存合金利用

開発（改良）合金実施済み
開発（改良）合金実施中

Ni基合金溶接型ロータ開発
（Ni基合金の共材溶接）
（Ni基合金とﾌｪﾗｲﾄ鋼の異材溶接）

実
物
大
溶
接

モ
デ
ル
試
験

実機検証
溶接型ロータ開発・
実機（事業用火力機）適用
（ﾌｪﾗｲﾄ鋼の共材/異材溶接）

設計用材料データ取得
設計線図作成

 

未実施
既存合金利用
開発（改良）合金実施済み
開発（改良）合金実施中

新材料

既存材料

LTES

改IN625

改HR6W

IN617

12Cr鋼

車
室

LTES

改IN625

IN617

新材料

主
要
弁

既存材料

未実施
既存合金利用
開発（改良）合金実施済み
開発（改良）合金実施中

未実施
既存合金利用
開発（改良）合金実施済み
開発（改良）合金実施中

新材料

既存材料

LTES

改IN625

改HR6W

LTES

改IN625

改HR6W

IN617

12Cr鋼

IN617

12Cr鋼

車
室

LTES

改IN625

LTES

改IN625

IN617IN617

新材料

主
要
弁

既存材料

図 4-2 A-USCタービン技術開発状況 

 

５．実機検証４．詳細設計３．要素技術２．概念設計１．基本構想開発段階 ５．実機検証４．詳細設計３．要素技術２．概念設計１．基本構想開発段階

タービン全体構造

0

1

2

3

4

5
基本構成

最適設計

製造性信頼性

経済性

タービン開発課題毎の状況

0

1

2

3

4

5
高温主要弁の開発

高温部冷却技術

タービン車室構成の最適化

低アスペクト比翼列の性能向上高性能シール開発

ロータ、車室の溶接構造化

スチームホワール対策
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  開発計画は上述のような状況を鑑みて構築され、以下の 3Phaseから構成されている。全体で 13年

間という長期計画であるが、3 万 5 千時間におよぶ長期材料耐久試験や大型の実証試験等やむを得ない

理由がある。 

Phase Ⅰ  要素開発研究 5年間 

 Phase Ⅱ  要素検証試験 3年間 

 Phase Ⅲ 実証試験  5年間 

  

 Phase毎の詳細を以下に述べる。 

 

(1)  Phase Ⅰ 

要素開発研究を主体とした PhaseⅠは以下のような内容であり、PhaseⅡの要素検証試験に向けた開

発、研究を実施する。 

①基本システム設計 

全体システム、検証システムの概念設計 

②要素開発 

ボイラ：基本・構造設計、材料開発、製造技術。材料開発では新材料等の高温長期材料試

験に着手。 

タービン：基本設計、構造・要素技術、材料開発。構造・要素技術では冷却、性能向上＊

等の技術開発。材料開発としてはロータ、ケーシング等の高温材料開発と高温長期

材料試験を行う。高温長期材料試験ではボイラと同様に材料の耐久性試験に着手。 

バルブ：試設計、試作評価、大型弁要素試験を実施し、摺動部等の検証を行う。 

図 4-3 A-USC開発マスタースケジュール 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9～13年目

基礎検討
準備期間

PhaseⅢ
実証試験

概念設計 全体システム 検証システム

ボイラ

　　基本設計 試設計１ 経済性１ 試設計２ 経済性２

　　材料開発 新材料開発評価　　高温長期材料試験（３万時間以上）

　　材料製造性検証 大径管、伝熱管曲げ、溶接試験

高温タービン

　　基本設計 試設計１ 経済性１ 試設計２ 経済性２

　　構造・要素技術

　　材料開発 成分検討 最終成分決定

高温長期材料試験（３万時間以上）

大型材料試作、評価（ロータ、ケーシング等）

高温弁 試設計 試作評価

大型弁要素試験

溶接技術 成分検討 要領検討 高温長期溶接継ぎ手試験（３万時間以上）

試験設備計画 試験ループ設計、製作 試験、評価

実証機建設、運転実証試験

PhaseⅠ
要素開発・試験

PhaseⅡ
検証試験

実缶試験
回転試験

基本システム
設計

要素開発

構造・要素技術開発
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溶接技術：成分検討、要領検討、高温長期溶接継ぎ手試験を実施し、施工方法開発や継ぎ

手部の長期耐久性検証を行う。 

実缶試験・回転試験：試験設備計画、試験ループ設計・製作を行い、検証試験に備える。 

注*：システム検討、最終段損失低減、機械損失低減、蒸気漏れ損失低減等 

 

(2)  Phase Ⅱ 

要素実証試験、長期材料試験を主体としたPhaseⅡは以下のような内容であり、実証試験に向け要素

技術確立、材料の耐久性確認をすることが目標である。 

ボイラ：PhaseⅠの結果を反映した基本設計を実施すると共に、高温長期材料試験を完遂

し材料の耐久性を確認。 

タービン：PhaseⅠの結果を反映した基本設計を実施すると共に、高温長期材料試験を完

遂し材料の耐久性を確認。また、大型材料の試作・評価ではロータ、ケーシング

等の実機サイズの試作を行い、製造性、強度等の確認。 

バルブ：PhaseⅠの結果を反映した基本設計を実施すると共に、高温長期試験を完遂し評

価を行う。 

実缶試験・試験ループ設計・製作を行い、検証試験を実施する。 

 

(3) Phase Ⅲ 

 実証機の建設及び運転により、システム全体の信頼性、運用性、性能、材料の健全性、環境性等を総

合的に評価、検証する。特に、ボイラ、タービンを接続する大径管や大型高温弁の挙動、健全性、また

タービン冷却システムや環境性といったシステム上の問題や耐久性の確認が主たる検証項目である。 

 

5．研究開発体制 

 本開発は国民生活へ多大な貢献をすることはすでに述べたが、その実現にあたっては国の指導、支援

のもと関係各社、機関、大学が協力して開発する共同開発が望ましい。具体的な形式としては技術研究

組合方式、新会社方式、幹事会社や既存会社方式等が考えられるが、必要な時期に、必要なメンバーを

迅速に参加させられるような体制が望ましく、今後具体化に向けて協議する必要がある。 

 

6．実用化との関係 

本開発は、 現時点で欧米の後塵を拝するわが国A-USC技術開発の本格化への第一歩で有り、各種開

発課題を克服し、信頼性（注）、運用性、経済性等を検証することで、実用化へのスピードを加速すること

が可能となる。 

このとき、開発した高価な新材料の採用によるコストの増加はタービンおよびボイラの一部に抑えら

れるので、実用化された暁には十分な経済性を有すると考えられる（図 6-1、図6-2）。 

また、経年化していく既設の石炭火力発電所の更新には A-USC 技術は欠かせないものになると考え

られ、二酸化炭素削減圧力が強まる中、今後本技術実用化への期待はさらに高まると推測される。その

ような状況に配慮し、実用化へさらに短時間で至る道筋を探すことも必要である。 

以上からも、A-USC 技術は世界的な環境問題に対し積極的に解を提示するものであり、実用化のニ

ーズは地球規模で見ても高い。 

（注）信頼性に関しては想定される損傷リスク・保修対応の評価を行ったので添付資料３に示す。 
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図 6-2 プラント全体に占めるタービン新材料の割合 

■ Ni合金の価格レベルは従来のオーステナイト鋼(火SUS304J1HTB)に比べ5～10倍程度 

図 6-1 プラント全体に占めるボイラ新材料の割合 
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添付資料１ 木質系バイオマスの適用 

 

図 添 1-1 には A-USC での利用に適した木質系バイオマスの利用可能な量を示す。この際、バイオ

マスの 5%混焼を仮定している。 

図 添 1-1 利用可能な木質系バイオマス量（年間量） 
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添付資料２ 1700℃級コンバインドサイクルへの適用例 

 

 図 添 2-1に 1700℃級ガスタービンとA-USCを組み合わせた例を示す。経済性等の詳細検討は今後

必要であるが、1700℃級ガスタービン 2 台と二段再熱 A-USC1 台を組み合わせた構成で高位発熱量基

準熱効率 57％以上を目指すことができる。 

ボトミングサイクルに A-USC を適用するためにガスタービンの排気温度は 750℃まで高めてある。

従来のガスタービン設計では製造上の理由から大型最終段翼を無冷却にすべく排気温度は 600～650℃

となるようにタービンの膨張比（≒圧縮機の圧力比）を設定している。1700℃級ガスタービンの場合、

従来設計思想を踏襲すると圧力比は 30～40 程度となり重要な開発課題の一つとなる。しかしながら

A-USC用ガスタービンの場合、排気温度を 750℃にするにはガスタービンの大型最終段翼を冷却すると

いう開発課題が生じるが、圧縮機の圧力比は 17程度で済むという利点がある。 

π =17

1700℃

π =17

HRSG

HRSG

HPT IPTVHPT LPT

←

ガスタービン

ガスタービン

二段再熱蒸気タービン

復水器

1700℃

煙突

煙突

再循環ガス冷却器

再循環ガス冷却器

大気

大気

630℃

700℃

700℃

750℃

750℃

π =17

1700℃

π =17

HRSG

HRSG

HPT IPTVHPT LPTHPT IPTVHPT LPT

←

ガスタービン

ガスタービン

二段再熱蒸気タービン

復水器

1700℃

煙突

煙突

再循環ガス冷却器

再循環ガス冷却器

大気

大気

630℃

700℃

700℃

750℃

750℃

図 添 2-1 1700℃級コンバインドサイクルへの適用例 
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添付資料３ 想定される損傷リスク・保修対応の評価 

 

１．ボイラで想定される損傷リスク・保修対応の評価 

ボイラの運用では一般的に以下の損傷モードが想定される。 

・短期破壊モード： ①脆性破壊、②延性破壊、③短期間過熱 

・長期破壊モード： ①クリープ損傷、②エロージョン、③材料の脆化、 ④腐食 

 （高温腐食，高温酸化，水蒸気酸化等） 

・繰返し破壊モード： ①疲労（高サイクル，低サイクル）、②腐食疲労、③熱疲労，④溶接欠陥 

上記の損傷モードのうち，A-USCボイラにおいて特に懸念される損傷モードは配管，管寄せスタブ，

伝熱管等の『クリープ・高温腐食・疲労・高温酸化』と考えられます。どの損傷モードでも損傷が発生

すると、材料入手から復旧までは時間がかかる。主蒸気配管の損傷の場合は人的被害可能性があること

から、その部位の損傷（クリープ）は影響が大と考えられる。 

A-USCの実用化にあたっては，下記検証を行い、材料物性を考慮した構造の採用等が必要となりま

す。これらの設計的な配慮および従来と同等の保修を実施することで損傷リスクを従来プラント並に低

減することが可能と考える。 

1) 新材料クリープ特性 ：継手を含め長時間クリープ特性の確認と取得データの設計への適用 

2) 伝熱管高温腐食 ：腐食速度の把握，表面処理の検討 

3) 疲労  ：ラボ・実缶での時効特性把握、クリープ疲労特性把握 

4) 高温酸化  ：水蒸気酸化速度・スケール剥離特性の把握 

表 添 3-1 ボイラのリスク・損傷モード評価 

損傷部位 検証段階

(Phase) 損傷モード リスク 
配

管 

伝

熱

管 

管

寄

せ 

弁 D

e 

S

H 

対  策 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

高温腐食 短時間での減肉  ○    ラボ・実缶での腐食速度の把握、要すれば表面処理の検討 ○ ○ ○ 

スケール堆積閉塞  ○    

伝熱阻害  ○    水蒸気酸化ス

ケール剥離 
弁・ブレード磨耗    ○  

ラボ・実缶での水蒸気酸化速度、スケール剥離特性の把握、要すれ

ばショットブラスト等の表面処理を検討 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

長時間強度低下 ○ ○ ○ ○ ○ 
3.5万時間以上のクリープ試験で許容応力設定、10万時間のクリー

プ試験での検証。 
○ ○ ○ 

継手強度低下 ○ ○ ○ ○ ○ 継手も母材同様長時間試験でクリープ特性を把握 ○ ○ ○ 

過熱に対する余裕低下 ○ ○ ○ ○ ○ クリープ特性に応じた設計係数の検討 ○ ○  

クリープ 

配管熱応力緩和の低下 ○     熱応力評価手法の検討、配管設計への反映 ○ ○  

時効による強度低下 ○ ○ ○ ○ ○ ラボ・実缶での時効特性の把握 ○ ○ ○ 

クリープ重畳寿命低下 ○ ○ ○ ○ ○ ラボでのクリープ疲労特性の把握 ○ ○  疲労 

熱疲労き裂 ○ ○ ○ ○ ○ 熱応力評価に基づく構造の検討、ラボ・実缶での検証 ○ ○  

脆性破壊 時効による衝撃値低下 ○ ○ ○ ○ ○ ラボ・実缶での時効特性の把握 ○ ○ ○ 

ｴﾛｰｼﾞｮﾝ、磨耗 弁体、摺動部の減肉、    ○  弁体の肉盛溶接技術の検討、ラボ・実缶での検証 ○ ○ ○ 

振動 ノズル、保護筒の振動     ○ 材料の高温特性に基づく構造の検討、ラボ・実缶での検証 ○ ○  

溶接欠陥 ○ ○ ○ ○ ○ 溶接材料、溶接技術の確立 ○ ○  

熱処理不良 ○ ○ ○ ○ ○ 同上 ○ ○  

溶接技量要求の高度化 ○ ○ ○ ○ ○ 現地溶接を含め機械化の検討 ○ ○  

溶接士不足 ○ ○ ○ ○ ○ 同上 ○ ○  

溶接施工に起

因 

UT検査精度の低下 ○ ○ ○ ○ ○ 検査技術の検証 ○ ○  

曲げによる扁平 ○ ○    加工技術の確立 ○ ○  

加工部の強度低下 ○ ○ ○   加工部の強度特性の把握 ○ ○  加工に起因 

熱処理不良 ○ ○ ○ ○ ○ 加工技術の確立 ○ ○  

長い納期 ○ ○ ○ ○ ○ 従来材並みの製造性をもつ材料の開発、余寿命診断技術の確立 ○ ○ ○ 
素材に起因 

パッキン劣化    ○  パッキン冷却構造の検討、ラボ・実缶での検証 ○ ○ ○ 
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２．タービンで想定される損傷リスク・保修対応の評価 

タービンでは一般的に以下の損傷モードが想定される。 

・短期破壊モード： ①脆性破壊、②延性破壊 

・長期破壊モード： ①クリープ損傷、②エロージョン、③材料の脆化、 ④SCC（応力腐食割れ） 

・繰返し破壊モード： ①疲労（高サイクル，低サイクル）、②腐食疲労、③熱疲労，④溶接欠陥 

・振動、接触、磨耗：①軸振動、②回転部静止部接触、③摺動部固着 

上記の損傷モードのうち、A-USC タービンにおいて特に懸念される損傷モードは『クリープ・熱疲

労・摺動部固着』と考えられる。 

A-USC の実用化にあたっては下記検証を行い構造設計に反映する。これらの設計的な配慮および従

来と同等の保修を実施することで、損傷リスクを従来プラント並に低減することが可能と考える。 

 1) 新材料クリープ特性 ：継手を含め長時間クリープ特性の確認 

 2) 熱疲労  ：高温疲労特性把握 

 3) 摺動部固着  ：材料組合せ検証の実施（最適化）、実機検証 

 

表 添 3-2 タービンのリスク・損傷モード評価 

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

Ⅰ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

Ⅱ

検証段階

溶接施工技術の検証、溶接検査技術の確立、補修
技術の確立

プラント停止、
開放点検

施工不良、継ぎ手部強度
不足

溶接部疲労、ク
リープ損傷

Ni基合金の溶接溶接部

長時間クリープ試験の実施、冷却構造の採用接触、プラント
停止、開放点検

材料強度不足、冷却不良クリープ変形

○長時間クリープ試験の実施、冷却構造の採用、最
適ボルト締結構造の検討

経済性低下組立不良、材料強度不足、
冷却不良

蒸気漏れ高温材料の適用、
冷却構造の適用

内部車室

○起動条件、冷却条件の最適化、運用、材料特性に
基づく間隙の設定

プラント停止、

開放点検

起動条件、冷却不良伸び、伸び差増
大

○冷却技術の検証、シール構造を含めたシールフィ
ン間隙の最適化

監視、プラント
停止、開放点検

冷却による熱アンバラン
ス、接触

軸振動

長時間クリープ試験の実施、材料特性に基づく冷
却構造の適用、シール構造を含めたシールフィン
間隙の最適化

プラント停止、
開放点検

接触、材料強度不足、冷
却不良

軸曲がり高温材料の適用、
冷却構造の適用、
溶接構造の適用

ロータ

○伸び差,半径方向間隙,翼サイズ,翼負荷等の最適

化設計、及び要素検証試験の実施

経済性低下間隙の増大、経年劣化性能不足低アスペクト比
高性能翼の適用

○材料特性に基づく間隙の設定、蒸気環境中での材

料検証試験、経年監視

プラント停止、

開放点検

材料強度不足翼倒れ

蒸気環境中での材料検証試験プラント停止、
開放点検

材料強度不足クリープ、疲労GT実績のある
新材料の適用

動静翼

蒸気環境中での材料検証試験プラント停止、
開放点検

材料強度不足クリープ、疲労

○高ダンピング軸受採用、軸剛性確保等による設計
最適化検討及び検証

プラント停止、
開放点検

高圧蒸気、シール設計不
良、軸受減衰不足

スチームホワー
ルの発生

○耐エロージョンコーティング等の適用 、補修技術
検討

定検時の点検、
部品取り替え

ボイラスケール、異物混
入

エロージョン高温材料の適用、
冷却構造の適用

調速段

3.5万時間以上のクリープ試験による許容応力設
定、10万時間のクリープ試験による検証

プラント停止、
寿命低下

材料強度不足クリープ破断高温材料の適用主蒸気入
口配管

摺動部磨耗試験に基づく最適材料組合せ、最適間

隙の設定、弁テストの実施

プラント停止、

開放点検

スケール付着、材料選定
不良

摺動部固着高温材料の適用、
冷却構造の適用

主要弁
(CV,ICV)

○材料特性に基づく構造設計、材料特性に基づく運
転条件の設定 、組立時の管理検討

プラント停止、
開放点検

フランジ面圧の低下、シー
ル不良 、組立不良

蒸気漏れ

材料特性に基づく構造設計、材料特性に基づく運
転条件の設定 、長時間クリープ試験の実施

プラント停止、
開放点検

熱応力の増大、材料強度
不足

熱疲労、クリー
プ損傷

高温材料の適用、
冷却構造の適用

主要弁
(MSV,RSV)

Ⅲ
対策影響原因損傷モード新設計開発要素部品

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

Ⅰ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

Ⅱ

検証段階

溶接施工技術の検証、溶接検査技術の確立、補修
技術の確立

プラント停止、
開放点検

施工不良、継ぎ手部強度
不足

溶接部疲労、ク
リープ損傷

Ni基合金の溶接溶接部

長時間クリープ試験の実施、冷却構造の採用接触、プラント
停止、開放点検

材料強度不足、冷却不良クリープ変形

○長時間クリープ試験の実施、冷却構造の採用、最
適ボルト締結構造の検討

経済性低下組立不良、材料強度不足、
冷却不良

蒸気漏れ高温材料の適用、
冷却構造の適用

内部車室

○起動条件、冷却条件の最適化、運用、材料特性に
基づく間隙の設定

プラント停止、

開放点検

起動条件、冷却不良伸び、伸び差増
大

○冷却技術の検証、シール構造を含めたシールフィ
ン間隙の最適化

監視、プラント
停止、開放点検

冷却による熱アンバラン
ス、接触

軸振動

長時間クリープ試験の実施、材料特性に基づく冷
却構造の適用、シール構造を含めたシールフィン
間隙の最適化

プラント停止、
開放点検

接触、材料強度不足、冷
却不良

軸曲がり高温材料の適用、
冷却構造の適用、
溶接構造の適用

ロータ

○伸び差,半径方向間隙,翼サイズ,翼負荷等の最適

化設計、及び要素検証試験の実施

経済性低下間隙の増大、経年劣化性能不足低アスペクト比
高性能翼の適用

○材料特性に基づく間隙の設定、蒸気環境中での材

料検証試験、経年監視

プラント停止、

開放点検

材料強度不足翼倒れ

蒸気環境中での材料検証試験プラント停止、
開放点検

材料強度不足クリープ、疲労GT実績のある
新材料の適用

動静翼

蒸気環境中での材料検証試験プラント停止、
開放点検

材料強度不足クリープ、疲労

○高ダンピング軸受採用、軸剛性確保等による設計
最適化検討及び検証

プラント停止、
開放点検

高圧蒸気、シール設計不
良、軸受減衰不足

スチームホワー
ルの発生

○耐エロージョンコーティング等の適用 、補修技術
検討

定検時の点検、
部品取り替え

ボイラスケール、異物混
入

エロージョン高温材料の適用、
冷却構造の適用

調速段

3.5万時間以上のクリープ試験による許容応力設
定、10万時間のクリープ試験による検証

プラント停止、
寿命低下

材料強度不足クリープ破断高温材料の適用主蒸気入
口配管

摺動部磨耗試験に基づく最適材料組合せ、最適間

隙の設定、弁テストの実施

プラント停止、

開放点検

スケール付着、材料選定
不良

摺動部固着高温材料の適用、
冷却構造の適用

主要弁
(CV,ICV)

○材料特性に基づく構造設計、材料特性に基づく運
転条件の設定 、組立時の管理検討

プラント停止、
開放点検

フランジ面圧の低下、シー
ル不良 、組立不良

蒸気漏れ

材料特性に基づく構造設計、材料特性に基づく運
転条件の設定 、長時間クリープ試験の実施

プラント停止、
開放点検

熱応力の増大、材料強度
不足

熱疲労、クリー
プ損傷

高温材料の適用、
冷却構造の適用

主要弁
(MSV,RSV)

Ⅲ
対策影響原因損傷モード新設計開発要素部品
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添付資料４ 現行または提案中のプロジェクトとの協調 

 

図 添 4-1 に現行または提案中の他のプロジェクトとの関係を示す。現行のプロジェクトとしては

NEDO「700℃超級超々臨界圧発電用蒸気タービン新材料の研究開発」、RITE「700℃級超々臨界圧火

力発電プラント主蒸気配管用高強度オーステナイト鋼の開発」があり、それぞれ、今回の提案のタービ

ンロータ開発、ボイラ材料開発の基盤となる研究開発を実施している。また、提案中のプロジェクトと

しては「NEDO 提案 鉄鋼材料の革新的高強度･高機能化基盤研究開発技術開発」があり、今回の提案

と並行して、700℃級ボイラ用材料(α、γ、Ni 基)の損傷機構解明による高強度化指針の提示と強度予

測技術の確立を行う所存である。 

また、A-USCの実用化にそなえ、経済産業省の委託を受け平成 18年度から発電設備技術検査協会に

「火力設備効率化技術調査委員会(RSA委員会)」が発足し、A-USC材料の材料特性評価、溶接･検査技

術調査、技術基準への反映についての検討が始まった。行政側での検討態勢は整っており、材料開発が

加速され物性データが取得され始めれば、規格化の検討が可能な状況になっている。 

 

図 添 4-1 他のプロジェクトとの関係 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9～13年目

基礎検討
準備期間

PhaseⅢ
実証試験

概念設計 全体システム 検証システム

ボイラ

　　基本設計 試設計１ 経済性１ 試設計２ 経済性２

　　材料開発 新材料開発評価　　高温長期材料試験（３万時間以上）

　　材料製造性検証 大径管、伝熱管曲げ、溶接試験

高温タービン

　　基本設計 試設計１ 経済性１ 試設計２ 経済性２

　　構造・要素技術

　　材料開発 成分検討 最終成分決定

高温長期材料試験（３万時間以上）

大型材料試作、評価（ロータ、ケーシング等）

高温弁 試設計 試作評価

大型弁要素試験

溶接技術 成分検討 要領検討 高温長期溶接継ぎ手試験（３万時間以上）

試験設備計画 試験ループ設計、製作 試験、評価

実証機建設、運転

　700℃超級大型ロータ材料、溶接技術開発

700℃級ボイラ用材料(α 、γ 、Ni基）の損傷機構解明による
高強度化指針の提示と強度予測技術の確立

　HR6W(700℃x10万h,90MPa）の大径管(450mm≦外径x65mm≦肉厚）
　製造技術の開発

PhaseⅠ
要素開発・試験

PhaseⅡ
検証試験

実缶試験
回転試験

基本システム
設計

要素開発

構造・要素技術開発

◆NEDO
　700℃超級超々臨界圧発電用
　蒸気タービン新材料の研究開発

◆NEDO提案
　鉄鋼材料の革新的高強度･高機能化
　基盤研究開発技術開発

◆RITE
　700℃級超々臨界圧火力発電プラント
　主蒸気配管用高強度オーステナイト鋼の開発

実証試験


